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第１章 はじめに 

１．業務概要 

（１）業務目的 

西原町中央公民館は 1978（昭和 53）年に建設され、町民の文化活動拠点とし

て多くの町民が利用している。しかし、建設から 40 年以上が経過し、施設の老朽

化により危険性が高くなっている。 
本業務は、この老朽化等に課題がある当該施設の再編整備を検討するにあた

り、隣接施設を含んだ周辺土地活用をはじめ、コンパクトシティ化に向けた施設

機能の整理、また施設整備から運営・維持管理を含めた民間提案の可能性等を検

証するための導入方針の検討及び導入可能性調査を実施し、民間活力の導入につ

いて総合的な評価をまとめることを目的とする。 
 

（２）業務の流れ 

本業務の調査フローは、まず、前提条件整理及び参考事例調査を実施し、その

結果を踏まえた課題と検討の方向性の整理を行った。次に、事業計画案の検討や

総事業費及び VFM の概算を進めつつ、同時並行で民間事業者に対する参入意向

調査を実施し、そこで得られた意見等を反映してこれらのとりまとめを進めた。

そして最後に、定性面及び定量面から本事業の民間活力導入可能性の評価を行う

とともに、今後に向けた想定スケジュールの作成及び次年度以降の検討において

主要な論点になると想定される事項の整理を実施した。 
なお、調査フローと並行する形で、地元事業者や町職員向けの公民連携研修会

を実施し、本事業だけに限らず、今後西原町において PPP/PFI 事業を推進するた

めの素地づくりに取り組んだ。また、参考事例調査の対象とした事例の中から特

に本事業と親和性が高いと考えられる事業について現地視察を実施し、調査内容

への反映を行った。 
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【図表】本業務の流れ 
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２．西原町の概要 

（１）基本情報 

西原町は那覇市の東に位置し、那覇空港や沖縄県庁といった沖縄県の主要施設

から 1 時間以内でアクセスが可能である。町の面積は 15.90 ㎢と比較的コンパク

トであり、特産品はさとうきび、泡盛、セーイカ（ソデイカ）等である。 
人口は 35,540 人であり、現在も増加を続けている。老年人口は顕著に増加が進

行しており、今後本格的な高齢化を迎えると見込まれる。 
 

【図表】西原町の位置関係及びアクセス 

出所：Google マップを基に作成 
 

【図表】西原町の概要（2021（令和）3 年 10 月現在） 
面積 15.90 ㎢ 
人口 35,540 人（男性 17,875 人 女性 17,665 人） 

世帯数 15,209 世帯 
特産品 さとうきび、泡盛、セーイカ（ソデイカ）等 
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【図表】西原町の人口推移 

 
出所：地域経済分析システム（RESAS） 
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（２）西原町で進む主な事業 

西原町内では現在、複数のハード整備事業が進められており、県内でも注目を

集める地域の一つとなっている。 

 

【図表】西原町で進む主な事業 

出所：沖縄県地図情報システム、沖縄県 HP、西原町 HP、浦添市 HP を基に作成 
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①てだこ浦西駅（沖縄都市モノレール）の整備 
沖縄都市モノレール「ゆいレール」が延伸され、「てだこ浦西駅」が 2019

（令和元）年 10 月に新設された。沖縄自動車道を経由するバスや自家用車か

ら、ゆいレールへの乗り継ぎがしやすいよう、駅周辺には交通広場やパーク

＆ライド駐車場（約 1,000 台）が整備された。現在は駅周辺の有効活用を図

るため、土地区画整理事業が進められている。 
 

【図表】事業概要（てだこ浦西駅の整備） 

出所：沖縄県 HP、浦添市 HP、西原町 HP、沖縄都市モノレール HP 
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 ②西原西地区土地区画整理事業 
隣接の那覇市、浦添市及び宜野湾市からの人口流入が当地区周辺の市街地

に集中し、さらに県道浦添西原線、県道那覇北中城線の整備計画もあること

から、無秩序な宅地開発などが懸念されている。 
こうした背景の下、都市基盤の整備、良好な住宅地の確保、賑わいのある

商店街及び地域コミュニティの向上を目的とし、区画整理事業を進めてい

る。 

 

【図表】事業概要（西原西地区土地区画整理事業） 

 
施行者 西原町 

地区面積 23.7ha 
都市計画決定 2006（平成 18）年 5 月 12 日 
事業認可 2007（平成 19）年 9 月 20 日 

事業施工期間 2007（平成 19）年 9 月 20 日～2027（令和 9）年 3 月 31
日 

総事業費 約 125.6 億円 
出所：西原町 HP 
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③道路整備事業 

本事業の対象地周辺では道路整備事業が進められており、モノレール駅、

高速道路インターチェンジ、MICE 建設予定地等へのアクセス性が向上する

計画となっている。 
対象地に面している「シンボルロード」は、マリンタウンから中心核、文

教エリアを結ぶ町の「顔」として重要な道路であることから、地区レベルの

幹線道路としての機能を整備するだけでなく、歩行者が歩いて楽しい緑豊か

な空間づくりを推進している。 
 

【図表】事業概要（道路整備事業） 

出所：西原町 HP、西原町都市計画マスタープラン＜一部改訂別冊＞（2017 年 12 月）を基に作成 
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④大型 MICE 施設（中城港湾マリンタウン地区） 
西原町と与那原町にまたがる中城湾港マリンタウン地区で、大型 MICE 施

設の事業計画検討が進められている。 
 

【図表】事業概要（大型 MICE 施設） 

出所：沖縄県 HP、沖縄県「マリンタウン MICE エリア形成事業基本計画（案）」 
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第２章 前提条件の整理  

１．対象地及び施設の基本情報 

（１）対象地 

西原町中央公民館が立地する敷地は、西原町役場や西原町立図書館、西原さわ

ふじマルシェ等の町の公共施設が集積するエリアの一画に位置している。敷地面

積は 13,250 ㎡（概算）であり、町有地である。対象地内には中央公民館のほか、

町の公共施設であるいいあんべー家、社会福祉協議会所有の社会福祉センター、

町が整備した建物を無償貸借により利用している西原町シルバー人材センター、

障がい者就労支援を行うサポートセンターはばたきが立地している。 
対象地は西原町役場側や周辺道路の一部と高低差があり、小高い敷地となって

いる点が特徴的である。また、対象地は都市計画上の市街化調整区域内に位置し

ているため、民間施設等の整備においては支障が生じる可能性がある点に留意が

必要である。 
なお、対象地周辺では、第１章 ２．（２）③で触れた道路整備事業が進められ

ており、整備完了後は対象地への進入路の位置が現在よりも南東側に変更となる

ことが想定されている。 
 

【図表】対象地の概要 
所在地 西原町字与那城 124 番地 
敷地面積 13,250 ㎡（概算） 
立地施設  西原町中央公民館 

 社会福祉センター 
 いいあんべー家 
 シルバー人材センター 
 サポートセンターはばたき 

権利関係 西原町所有 
地目 宅地 

都市計画等 区域区分 市街化調整区域 
建蔽率／容積率 60%／200% 
地区計画等 なし 

交通（公共交通） 第一バス「西原町役場」停留所 徒歩 1 分 
交通（自動車）  那覇空港自動車道 西原 IC より約 12 分 

 沖縄県庁より一般道で約 28 分 
駐車場台数 113 台 

※周辺施設の駐車場台数 
 西原町役場・町民交流センター：350 台 
 西原さわふじマルシェ：123 台 
 西原町立図書館：50 台 
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【図表】対象地内の施設の位置関係 

出所：Google マップを基に作成 
 

【図表】対象地と周辺施設の位置関係 

出所：Google マップを基に作成 
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【図表】道路整備事業完了後の進入路の位置 
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（２）対象地内の施設概要 

①西原町中央公民館 
西原町中央公民館は 1978（昭和 53）年に建設され、築 40 年以上が経過

し、施設の老朽化が進んでいる。ステージを完備するホールは地域の催し物

等で利用され、その他の諸室は町民のサークル活動等で利用されることが多

くなっている。 
 

【図表】中央公民館の概要 
施設名称 西原町中央公民館 
所在地 西原町字与那城 124 番地 

延床面積 2,166 ㎡（うち 1 階部分 1,482 ㎡、2 階部分 683 ㎡） 
構造／階数 RC 造／地上 2 階建 

竣工年 1978（昭和 53）年 
主要諸室  ホール 

 ステージ 
 小ホール 
 第 1 研修室 
 第 2 研修室 
 会議室 
 視聴覚室 
 和室 
 調理実習室 
 談話室 
 団体室 
 民俗資料室 
 教育相談室 

所有者 西原町（所管：教育委員会教育部生涯学習課） 
運営者 西原町（直営） 

 
【図表】施設外観 
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【図表】中央公民館の利用料金 

出所：西原町 HP 
 

【図表】中央公民館の利用状況 

 
  

平成30年度 令和元年度 令和2年度 3か年平均
総利用件数
（件） 2,290 2,049 1,233 1,857

総利用人数
（人） 41,879 37,679 17,976 32,511

 年間利用回数・人数の推移

（参考）令和元年度 利用件数・人数内訳

一般利用者 役場・
教育委員会

社会教育団
体・関係団体 講 座 サークル 総利用者数

件数 人数 件数 人数 件数 人数 件数 人数 件数 人数 件数 人数
ホール 100 6,400 31 1,703 54 6,461 5 138 173 2,932 363 17,634

控室
(ホール横) 5 62 3 30 55 524 0 0 0 0 63 616

小ホール 95 1,288 4 70 2 60 1 15 430 4,704 532 6,137

第１
研修室 34 338 24 410 23 356 7 54 273 2,899 361 4,057

第２
研修室 5 75 3 30 9 210 17 231 320 3,860 354 4,406

会議室 25 337 15 220 22 323 0 0 0 0 62 880

調理
実習室 9 248 22 348 5 130 1 20 22 317 59 1,063

視聴覚室 12 300 0 0 6 170 0 0 92 1,131 110 1,601

和室 17 210 1 15 19 272 0 0 108 788 145 1,285

合計 302 9,258 103 2,826 195 8,506 31 458 1,418 16,631 2,049 37,679
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②いいあんべー家 
いいあんべー家は、高齢者の介護予防拠点として設置された町の公共施設

である。機能訓練室では複数の健康器具を 1 回 100 円で利用可能であり、西

原町在住または在勤の 40 歳以上の方が利用対象となっている。また、多目的

ホールは町民のサークル活動等で利用されている。 
指定管理者制度を導入しており、社会福祉法人 西原町社会福祉協議会が指

定管理者として管理運営を担っている。 
 

【図表】いいあんべー家の概要 
施設名称 いいあんべー家 
所在地 西原町字与那城 135 番地 
延床面積 338 ㎡ 

構造／階数 RC 造／地上 1 階建 
竣工年 2003（平成 15）年 
主要諸室  多目的ホール 

 機能訓練室 
 事務室 
 倉庫 

所有者 西原町（所管：福祉部健康支援課） 
運営者 社会福祉法人 西原町社会福祉協議会（指定管理者） 

 
【図表】施設外観 
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【図表】機能訓練室の健康器具 

出所：西原町 HP 
 

【図表】多目的ホールの利用料金及び利用状況 
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③社会福祉センター 
社会福祉センターは、中央公民館と同時期の 1978（昭和 53）年に建設さ

れ、老朽化が進んでいる。町から無償貸借した土地の上に、社会福祉協議会

が施設を整備し、町の社会福祉の拠点として管理運営している施設である。 
施設内には舞台を完備した大広間や研修室等の諸室があり、社会福祉目的

での利用が優先となるものの、地域の催し物や町民のサークル活動でも多く

利用されている。 
 

【図表】社会福祉センターの概要 
施設名称 社会福祉センター 
所在地 西原町字与那城 135 番地 
延床面積 1,132.86 ㎡ 

構造／階数 RC 造／地上 1 階建 
竣工年 1978（昭和 53）年 
主要諸室  大広間 

 舞台 
 研修室 
 福祉団体室 
 地域包括支援センター 
 精米室 
 調理室 

所有者 社会福祉法人 西原町社会福祉協議会 
運営者 社会福祉法人 西原町社会福祉協議会 

※土地は町から無償貸借（1978（昭和 53）年から 60 年間） 
 

【図表】施設外観 
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【図表】社会福祉センターの利用料金 

出所：社会福祉法人 西原町社会福祉協議会 HP 
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【図表】社会福祉センターの利用状況 
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④西原町シルバー人材センター 
 西原町シルバー人材センターは、高齢者の希望に応じた臨時的かつ短期的

な就業等の機会を確保し、生きがいの充実や福祉の増進、活力ある地域社会

づくりを実現することを目的として活動している。施設は社会福祉センター

の 2 階（屋上）部分に整備され、町が整備した建物をシルバー人材センター

が使用貸借により無償で使用している。 
 

【図表】西原町シルバー人材センターの概要 
施設名称 西原町シルバー人材センター 
所在地 西原町字与那城 135 番地 
延床面積 132 ㎡ 

構造／階数 LGS 造／社会福祉センターの 2 階増築部分 
竣工年 1993（平成 5）年 
主要諸室  事務室 

 会議室 
 作業室 

所有者 西原町（所管：建設部産業観光課） 
運営者 公益財団法人 西原町シルバー人材センター 

※町有財産（建物）を無償貸借（1993（平成 5）年～期間の

定めなし） 
 

【図表】施設外観 
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⑤サポートセンターはばたき 
 サポートセンターはばたきは、障がい者の生活支援及び作業指導を行うこ

とにより、利用者が自立した社会生活をできるように支援するための施設で

ある。社会福祉法人 西原町社会福祉協議会が管理運営を行っている。 
 なお、当該施設のあり方については、本業務外で検討することとしてい

る。 
 

【図表】施設外観 

出所：社会福祉法人 西原町社会福祉協議会 HP 
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（３）対象地周辺の施設概要 

①西原町役場（庁舎等複合施設） 
 西原町役場（庁舎等複合施設）は、2014（平成 26）年に整備された比較的

新しい施設である。西原町役場庁舎とホール等（町民交流センター）からな

る複合施設となっている。町民ホール（さわふじ未来ホール）は本格的なホ

ールとして整備され、町の文化・芸術活動の発表の場として利用されてい

る。また、保健センター（中ホール）は、町の保健事業における集団健診、

予防接種、保健・子育て相談等、町民の健康づくりを支援する施設として多

くの町民に利用されている。 
 

【図表】西原町役場（庁舎等複合施設）の概要 
施設名称 西原町役場（庁舎等複合施設） 
所在地 西原町字与那城 140 番地の 1 

延床面積 8,205.9 ㎡ 
構造／階数 RC 造（一部 S 造）／地上 3 階建 

竣工年 2014（平成 26）年 
主要諸室  庁舎 

 地域防災センター 
 町民ホール（さわふじ未来ホール） 
 保健センター（中ホール） 

所有者 西原町（所管：総務部総務課、教育委員会教育部生涯学習

課） 
運営者 西原町（直営） 

 
【図表】施設外観 
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②西原町立図書館 
西原町立図書館は、2004（平成 16）年に整備された施設である。1 階部分

は図書の配架スペースや学習コーナー、グループ室等の図書館機能が配置さ

れており、2 階部分は会議室、集会室、ボランティア室等の図書館機能に付随

する諸室が配置されている。 
 

【図表】西原町立図書館の概要 
施設名称 西原町立図書館 
所在地 西原町字与那城 152 番地の 5 

延床面積 3,217 ㎡ 
構造／階数 RC 造／地上 2 階建 

竣工年 2004（平成 16）年 
主要諸室  図書館（配架スペース、学習コーナー、グループ室等） 

 2 階会議室、集会室、ボランティア室等 
所有者 西原町（所管：教育委員会教育部文化課） 
運営者 西原町（直営） 

 
【図表】施設外観 
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③西原さわふじマルシェ 
西原さわふじマルシェは、「西原町農水産物流通・加工・観光拠点施設」

として 2020（令和 2）年に整備された町の公共施設である。施設はファーマ

ーズマーケットや広場、シェアキッチン、劇場、レストラン、チャレンジシ

ョップから構成され、連日町内外からの多くの来訪者で賑わっている。 
指定管理者制度を導入しており、沖縄県農業協同組合（JA）が指定管理者

として管理運営を担っている。 
 

【図表】西原さわふじマルシェの概要 
施設名称 西原さわふじマルシェ 

（西原町農水産物流通・加工・観光拠点施設） 
所在地 西原町字小波津 480 番地 
延床面積 2,187.93 ㎡ 

構造／階数 S 造／地上 1 階建 
竣工年 2020（令和 2）年 
主要諸室  ファーマーズマーケット（うんたま市場） 

 さわふじ広場 
 シェアキッチン 
 西原劇場 
 レストラン 
 チャレンジショップ 

所有者 西原町（所管：建設部産業観光課） 
運営者 沖縄県農業協同組合（JA）（指定管理者） 

 

【図表】施設外観 

出所：沖縄観光情報 WEB サイト おきなわ物語 
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（４）その他施設概要 

①西原共同福祉施設 
西原共同福祉施設は、1990（平成 2）年に整備され、2003（平成 15）年に

町が雇用促進事業団から取得した施設である。2020（令和 2）年度までは指

定管理者制度により西原町商工会へ管理運営を委託していたが、2021（令和

3）年度からは使用貸借により西原町商工会が施設を利用している。2 階ホー

ルは貸館として企業利用等に供されている。 
 

【図表】西原共同福祉施設の概要 
施設名称 西原共同福祉施設 
所在地 西原町字小橋川 1 番地の 5 

延床面積 542 ㎡ 
構造／階数 RC 造／地上 2 階建 

竣工年 1990（平成 2）年 
主要諸室  ホール 

 事務室 
所有者 西原町（所管：建設部産業観光課） 
運営者 西原町商工会 

※建物は町から無償貸借（2021（令和 3）年度～） 
 

 

②西原町学校給食共同調理場 
西原町学校給食共同調理場は、町立幼稚園・小学校・中学校への給食の提

供を担う施設である。1983（昭和 58）年に整備され、老朽化が進んでいる。 
 

【図表】西原町学校給食共同調理場の概要 
施設名称 西原町学校給食共同調理場 
所在地 西原町字翁長 320 番地 
延床面積 814 ㎡ 

構造／階数 RC 造／地上 2 階建 
竣工年 1983（昭和 58）年 
所有者 西原町（所管：教育委員会教育部教育総務課） 
運営者 西原町（直営） 
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２．上位・関連計画 

（１）第 2 期 西原町まちづくり指針（令和 3 年度～令和 6 年度） 

①計画の位置づけ 
同計画は、従来の総合計画基本構想に替わるものとして、「西原町まちづ

くり基本条例」とともに町の最上位計画に位置付けられ、今後のまちづくり

のあり方を示すものである。第 2 期の策定にあたっては、SDGs の推進と関

連付けて取りまとめている点が特徴的である。 
 

②まちの将来像とまちづくりの基本方向 
西原町では、まちの将来像として「文教のまち 西原～人かがやき 自然ゆた

か 文化かおる平和創造のまち～」の実現を目標に掲げている。また、この将

来像を実現するため、「平和で人間性豊かなまちづくり」、「安全で環境に

やさしいまちづくり」、「健康と福祉のまちづくり」、「豊かで活力のある

まちづくり」の 4 つの基本方向を定めている。 
 

③指針の体系 
先述の 4 つの基本方向に紐づく形で、まちづくりの重点施策を設定してい

る。これらの重点施策のうち、本事業に特に関連するものとしては、「地域

活性化事業の推進」、「学校給食の充実・強化」、「生涯学習の振興」、

「町民交流センター利活用の推進」、「成人保健事業の推進」、「地域福祉

活動の推進」、「高齢者福祉の推進」、「商工業の振興」、「観光振興」、

「都市基盤施設の整備」、「民間活力の導入」等が挙げられる。なお、各施

策の推進にあたっては、厳しい財政見通しを踏まえ、身の丈に合った規模で

計画的な事業が実施できるよう、実行計画において毎年ローリング方式で見

直しを行っていくこととしている。 
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【図表】体系図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：西原町「第 2 期 西原町まちづくり指針（令和 3 年度～令和 6 年度）」 

 
【図表】まちづくりの重点施策（本事業に特に関連するもの） 

基本方向 重点施策 担当部門 内容 

1 平和で人間

性豊かなま

ちづくり 

(2) 地域活性化

事業の推進 
企画財政課 地
域振興係 

地域づくりを進めるには、町民が自主的に諸活動に

参加し、信頼と連帯感に満ちたコミュニティの形成

に努めることが最も大切です。そこで、活力に満ち

た明るく住みよい地域社会の形成に向けて、各自治

会の自主的な地域自治活動を促進するための施策を

推進します。 
(8) 学校給食

の充実・強化 
教育総務課 学
校給食共同調

理場 

栄養に配慮した安全でおいしい給食を提供すること

により、児童生徒の健康の保持増進を図り、食に関

する正しい理解と適切な判断力を養うことが学校給

食の目的となっています。今後とも、衛生管理には

細心の注意を払って、安全・安心な給食の提供に努

めます。 
(9) 生涯学習の

振興 
生涯学習課 生
涯学習振興

係、文化課 図
書館係 

町民一人ひとりが自己の人格を磨き、豊かな人生を

送るために「いつでも、どこでも、だれでも」学ぶ

ことができる生涯学習体制の確立が強く求められて

おります。そのため、各種社会教育関係団体の育成

支援をはじめ、文化・スポーツ活動などを含めた多

様な学習活動推進施策を実施します。 
図書館については、利用者のニーズに応えられるよ

う、最新図書をはじめ地域資料収集等に努め、企画

展などの充実を図り、町民の読書活動を支援しま

す。 
中央公民館については、各種事業や講座などの拡充

を図り、生涯学習活動の機会及び情報を町民へ積極

的に提供します。 
13) 町民交流

センター利活

用の推進 

生涯学習課 町
民交流センタ

ー係 

文化振興の拠点として施設管理や基盤強化を図り、

文化・芸術活動の拠点となるよう、主体的・創造的

な文化活動を支援します。また、民間や文化・芸術
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団体の活力を生かして様々な催し物を開催し、町民

が文化・芸術に触れる機会を創出します。 
3 健康と福祉

のまちづく

り 

(2) 成人保健事

業の推進 
健康支援課 保
健予防係 

本町は生活習慣病によるメタボリックシンドローム

の割合が高く、高度障害や早世につながるケースも

みられます。町民が元気に暮らせるよう町民の健康

寿命の延伸、早世の予防を目指し、「にしはら健康 
21」、「データヘルス計画」及び「特定健診等実施計

画」に基づいた健康づくり対策を実施します。 
(6) 地域福祉活

動の推進 
福祉保険課 社
会福祉係 

町民の多種多様なニーズに対応した活力ある「ふれ

あいのまち」を築いていくためには、町民相互の助

け合いや交流の輪を広げ、共に支えあう地域社会づ

くりが重要となっています。今後は、地域福祉計画

の策定に向け取り組むとともに、町の社会福祉協議

会が策定する地域福祉活動計画と連携しながら地域

福祉の向上に努めます。 
また、地域住民の複雑化・複合化したニーズに対応

するため、地域の協力を得ながら包括的な支援体制

が構築できるよう努めます。 
(7) 高齢者福祉

の推進 
健康支援課 介
護支援係 

本町の高齢者人口は、ゆるやかに増加しています。

しかしながら、今後の急速な高齢化を見据えた対策

の展開として、可能な限り住み慣れた地域で自分ら

しい生活ができるよう、既存のサービスだけではな

く多様な社会資源の活用により、医療、介護、住ま

い、生活支援が一体的に提供される地域包括 
ケアシステムの構築を進めます。 
また、フレイルなどの高齢者の多様な健康課題に対

応するため、高齢者の保健事業と介護予防事業の一

体的実施を図っていきます。 
4 豊かで活力

のあるまち

づくり 

(4) 商工業の振

興 
産業観光課 商
工観光係 

商工業の振興については、町商工会との連携を強化

しつつ、6 次産業化に向けた農商工連携の推進に努

めます。また、小那覇工業専用地域などへの企業誘

致、企業立地に対する課税免除などを推進するとと

ともに、地元企業への公共事業の優先発注、町産品

優先使用などを引き続き推進し、町内企業の育成を

図ります。 
雇用については、町商工会や関係機関・団体等との

連携強化を図るとともに、新たな雇用創出の確保に

努めます。 
(5) 観光振興 産業観光課 商

工観光係 
観光振興については、平成 29 年に策定した西原町

観光振興計画に基づき推進します。西原町観光まち

づくり協会と連携し、本町のさらなる活性化と観光

振興を図ります。また、観光キャラクター「さわり

ん」の精力的な活動により、本町の知名度向上と地

域活性化に取り組みます。さらに、商工会および関

係団体と連携を図り、内間御殿などの地域資源の発

掘と活用、地場産品の開発に努めます。 
(7) 都市基盤施

設の整備 
都市整備課 アメニティ豊かな都市空間の形成を確立するため、

西原町都市計画マスタープランの改定を実施するこ

とや主に幹線道路の沿道や緩和区域内既成市街地に

おける市街化区域編入などの検討を進めるなど、土

地利用の誘導を図るとともに、引き続き市街地整備

や道路、公園、下水道整備など、重点的に整備すべ

き施策を効率的・効果的に推進します。大型ＭＩＣ

Ｅ施設周辺の土地利用については、特に国道 329 
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号西原バイパスの整備と併せて小那覇工場適地南側

への拡大に取り組みます。 
また、西原西地区区画整理事業については、引き続

き事業の進捗に努め、沖縄都市モノレールてだこ浦

西駅周辺地区においては、土地利用見直しを検討す

るとともに、西原中心核地区を含む「市街地整備プ

ログラム」についても改定を検討します。大型ＭＩ

ＣＥ施設建設事業や周辺の環境整備に伴う公共交通

機関の整備については、関係機関と連携して促進を

図ります。 
(9) 民間活力の

導入 
企画財政課 各教育関係施設をはじめ、本町の公共施設の維持管

理及び老朽化による建て替えの検討が必要となって

います。財政状況が厳しい中、行財政改革の一つと

して、民間活力を活用したＰＰＰ/ＰＦＩ事業の導

入を行っていくことで解決を図っていきます。 
出所：西原町「第 2 期 西原町まちづくり指針（令和 3 年度～令和 6 年度）」を基に作成 
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（２）西原町まち・ひと・しごと創生総合戦略 

西原町の総合戦略においては、“まち・ひと・しごとの好循環”を確立すること

を目的に、3 つの基本目標を掲げ、それぞれに応じた具体的な施策を設定してい

る。 
なお、当初の計画期間は 2015（平成 27）年度から 2019（令和元）年度までの

5 か年であったが、その後、2022（令和 4）年度までの期間延長がなされた。ま

た、それと同時に、基本目標 3 について「民間活力を活用した PPP/PFI 事業の導

入」に関する内容が追記された。 
 

【図表】3 つの基本目標 
基本目標 内容 

基本目標 1 
西原町にしごとをつくり、

安定した雇用およびひとの

流れを創出する 

西原町の産業や農業の振興を担う人材育成の強化や農商

工が連携した 6 次産業の促進を行います。また農水産物

流通・加工・観光拠点施設や国指定史跡「内間御殿」と

いった琉球王国時代の文化遺産・マリンタウン地区を中

心とした観光振興を図り、さらに、これらの地域資源を

活用することにより、新たなひとの流れと安定した雇用

を創出し、持続的発展に繋がる産業基盤の形成を図りま

す。 
基本目標 2 
若い世代の結婚・出産をか

なえ、子育てしやすい環境

をつくる 

西原町で若い世代が安心して結婚・妊娠・出産を実現

し、幸せで充実した子育てを行うため、子育て支援情報

の提供や質の高い教育環境づくり、児童の居場所づくり

といった切れ目のない支援を行います。 
基本目標 3 
安心安全で健康なくらしを

守るとともに、時代にあっ

た地域をつくる 

大型ＭＩＣＥ施設建設を視野に入れたマリンタウン後背

地の土地利用見直しを推進し、時代に合った地域づくり

を行います。 
その地域づくりを行う上で、地域防災力の強化や健康づ

くりも含めた、安心・安全で健康な暮らしづくりを推進

し、西原町内で連携した経済・生活圏を形成しつつ、「西

原」の資源を活 
かしたまちの持続的な発展基盤を形成します。 
また、町民交流センターを活用した交流機会の創出や県

内外スポーツチームへの会場誘致等、地域と連携した取

り組みを行います。 
さらに、各教育関係施設をはじめ、本町の公共施設の維

持管理及び老朽化による建て替えの検討が必要となって

います。財政状況が厳しい中、行財政改革の一つとし

て、民間活力を活用したＰＰＰ/ＰＦＩ事業の導入を行っ

ていくことで解決を図っていきます。 
※下線部は計画期間延長時の追記部分 

出所：西原町まち・ひと・しごと創生総合戦略 
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【図表】施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：西原町まち・ひと・しごと創生総合戦略 
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（３）第 7 次西原町行政改革大綱 
①策定の背景 
西原町は、危機的な財政状況から脱するため行政改革を進めてきたが、町

のまちづくりに係る需要はとても旺盛である中、膨れ上がる社会保障費の影

響により、財政規律を保つことが非常に厳しい状態となっている。さらに、

各学校施設はじめ各教育関連施設の老朽化等、今後大規模な財政出動が必要

と見込まれる課題を有している。また、国民健康保険特別会計は毎年億単位

の赤字を生み出しており、県単位化に伴い累積赤字を解消することが求めら

れているため、財政運営上、最も深刻な課題となっている。このような中、

2019（令和元）年度予算編成においては、新規事業を可能な限り抑制し、事

業の優先順位に基づいた予算編成作業を実施したが、収支不足を埋めるには

至らず、財政調整基金の取崩しによる予算編成となり、財政状況は引き続き

とても厳しい状況が続くと見込まれる。 
このような時代の要請に応えながら、活力ある持続可能な町政の運営を実

現するため、2019（令和元）年度から 2022（令和 4）年度までの 4 年間を計

画期間とする「第 7 次西原町行政改革大綱」を策定したものである。 
 

②中期財政の見通し 
歳入合計は 2013（平成 25）年度以降減少しており、2019（令和元）年度

以降は沖縄振興特別推進交付金の終了や交付金の特別枠がなくなることによ

る影響、普通建設事業の予算規模縮小による補助金の減などにより、歳入が

減少傾向で推移していくと見込んでいる。 
一方で歳出については、扶助費、普通建設事業費、人件費、物件費、公債

費、特別会計への繰出金が、今後の財政運営に大きな影響を与えることが考

えられる。2019（令和元）年度以降の義務的経費の割合は、歳出総額の 50％
以上を推移する予定であり、これまで以上に財政の硬直化がさらに進むこと

が予想されている。 
以上を踏まえた財政シミュレーションを実施したところ、財政調整基金の

取り崩しを加味してもなお収支不足額が見込まれる結果となっており、財政

運営の健全性を確保するための対応策を検討する必要がある。 
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【図表】一般会計歳出入見通しと収支不足見込額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：西原町総務部企画財政課「第 7 次西原町行政改革大綱」 
 

③基本的な考え方と見直しの方針 
持続可能な行財政運営を推進するため、「効果的・効率的な行財政運

営」、「官民連携による行財政運営」、「安定した財政基盤による行財政運

営」の 3 つの方針を掲げ、それぞれの方針の下に具体的な取組を設定してい

る。これらのうち、本事業に特に関連すると考えられる取組は下表のとおり

である。 
 

【図表】見直しの方針と具体的取組（本事業に特に関連するもの） 
見直し方針 具体的取組 内容 

Ⅰ 効果的・

効率的な行

財政運営 

(1) 組織体制の

見直し 
新たな行政課題や多様化する町民ニーズに即応した行政サービスが展

開できるよう、各部の調整機能を強化しながら、社会情勢に対応した

効率的、効果的な組織体制及び人員配置を行います。また引き続き、

窓口サービスの向上を図ります。 
(3) 事務事業の

見直し及び進

捗管理の徹底 

効果的かつ効率的な運営のため、町実行計画の毎年見直し及び事務事

業評価により、課題の抽出、解決等を明らかにしながら、徹底した見

直しや改善、コスト縮減に努めます。 
補助金については、西原町補助金に関するガイドラインに基づき、そ

の使途に係る行政指導を実施し、社会的経済的実情に合わせて、目的

や実情に合わなくなった、役割を終えていると考えられるものは、引

き続き整理・統合もしくは廃止するなど、ガイドラインの運用を厳格

化し、適正化を図ります。 
(5) 公共施設の

設置 
公共施設等総合管理計画に基づき、老朽化や耐震性を考慮し長期的視

点をもって公共施設等の更新・統廃合・長寿命化などの検討を計画的

に行うことにより財政負担の軽減・平準化を目指します。また公共施

設の整備・管理についてはＰＰＰ／ＰＦＩ等による手法を検討しま

す。また、広域的な施設の活用について検討します。 
(6) 広域行政の

推進 
地方分権に伴う国・県の仕組みの変化に留意し、広域的な見地による

企画、調整又は処理することが適切な事務事業については、引き続き

積極的に推進します。また、沖縄県が大型 MICE 施設についての事

業方式を検討している中、沖縄県の均衡ある発展及び東海岸地域のに

ぎわいを創出するため、施設の早期完成が求められており、西原町、

与那原町、中城村、北中城村で組織する東海岸地域サンライズ推進協
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議会を通して、当該地域の活性化に向けた取り組みを進めていきま

す。さらに、法定化された保育監査業務への対応業務を始めとして、

中部広域市町村等と連携し、共同事務処理の検討及び実施に取り組み

ます。 
Ⅱ 官民連携

による行財

政運営 

(1) 民間委託 個々の事務事業の必要性や担い手などを改めて検証し、民間等の対応

で町民サービスの向上が図られるもの、効率的に実施できるもの等に

ついては、積極的に民間委託を進めていきます。また、成果連動型事

業（SIB）等の新たな民間活力の活用を検討します。 
(2) 施設管理の

見直し 
指定管理者制度の活用を、今後も引き続き推進し、ネーミングライツ

など新たな財源確保などを検討します。 
(3) 新たな手法

による公共施

設の設置及び

管理運営 

民間事業者の資金と能力、技術、経営能力などを生かした施設設置及

び管理運営を行うための、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の手法等を推進しま

す。 

(4) 官民協働 町民、各種団体、ＮＰＯ、民間企業、大学などと町が協働し、町民サ

ービスの向上が図られ、効果的・効率的に実施できるものについて、

積極的に推進します。 
(5) 産学官連携 琉球大学、沖縄キリスト教学院大学、西原町商工会、沖縄振興開発金

融公庫と締結した連携協定をもとに産学官金の連携を強化し、文教の

まち西原のまちづくりに資する事業を推進します。 
Ⅲ 安定した

財政基盤に

よる行財政

運営 

(2) 受益者負担

の適正化 
サービスを受ける町民と受けない町民の公平性を確保するため、サー

ビス提供のためのコストと料金のバランスを検証し、コストに見合っ

た適正な受益者負担を検討します。 
(5) 財産等の有

効活用 
公有財産を有効に活用するため、普通財産に変更することで活用の見

込めるものがないか検討を行います。また、貸付する場合にも、公平

性等の観点から減免は行わないことを基本とし、既に減免している場

合は、貸付先の支払能力などを勘案しながら減免の廃止あるいは縮減

をします。 
出所：西原町総務部企画財政課「第 7 次西原町行政改革大綱」を基に作成 
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（４）西原町観光振興計画 

①西原町の観光資源 

西原町には「歴史・文化」、「自然・景観」、「施設・公園等」に関係す

る多くの観光資源が存在している。また、本事業の計画地周辺に位置する資

源は少なくなっている。 

 

【図表】西原町の観光資源 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：西原町観光振興計画 2018-2027 
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②観光振興の戦略と施策 

西原町における観光振興の戦略は、「文教のまち」、「歴史・文化」、

「マリンタウン」等が重要な要素となっている。また、本事業と特に関連す

る施策としては、「マリンタウンエリアと中心核商業系ゾーンとの連携」

や、「農水産物流通・加工・観光拠点施設（西原さわふじマルシェ）の有効

活用」等が設定されている。 

 

【図表】観光振興の戦略と施策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：西原町観光振興計画 2018-2027 
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（５）都市計画 

①都市計画図 
本事業の計画地である中央公民館等及びその周辺に立地する西原町役場、

西原町立図書館、西原さわふじマルシェはいずれも、市街化調整区域内に位

置している。なお、計画地の東側は、第 1 種低層住居専用地域となってい

る。 
 

【図表】計画地周辺の都市計画図 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：沖縄県西原町都市計画図（那覇広域都市計画区域） 
 
  

計画地 
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②西原町都市計画マスタープラン 
西原町都市計画マスタープランにおいて、計画地が含まれるエリアは「中

心核」と位置付けられており、中心核の配置方針及び空間形成の考え方につ

いては「行政・文化・商業施設等が集積する『まちの顔』としてふさわしい

都市空間を整備します。」とされている。その中でも計画地周辺の「公共施

設ゾーン」については、「庁舎等複合施設の整備と合わせて、近隣公園やシ

ンボルロードなど『公共施設ゾーン』の拠点性や利便性を高める整備を進め

るとともに、小波津川河畔まちづくりとの整合を図りつつ魅力的な都市環境

を形成します。」とされている。 
また、地区別構想のうち計画地が含まれる No.6 地区のまちづくり方針にお

いては、「庁舎等複合施設の周辺は、公共施設ゾーンの整備効果を踏まえつ

つ、施設利用者や周辺住民等をサービス対象とした、人々の溜まり場や生活

関連サービスなどの誘導を図ります。」、「庁舎等複合施設の周辺は、行政

サービスの充実を図るとともに、高齢化の進展等を踏まえた人にやさしい基

盤整備を推進し、安全でゆとりある公共空間の形成を図ります。」といった

記載がなされている。 
一方、同マスタープランでは、市街化区域の拡大は必要最小限にとどめる

ものとすること、市街化調整区域における開発は都市活動に必要不可欠なも

のに限定し、かつ市街化区域内の計画的な土地利用の誘導に配慮すること、

地区計画制度によりしっかりとした将来ビジョンを立てること等の考え方が

示されている点に留意が必要である。 
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【図表】将来都市構造図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：西原町都市計画マスタープラン＜一部改訂別冊＞（平成 29 年 12 月） 
  

計画地 
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（６）西原町公共施設等総合管理計画 

①公共建築物の整備量 

延床面積ベースでは「スポーツ・レクリエーション施設」、「小学校」、

「中学校」の順に多い。また、金額ベースでは「小学校」、「庁舎」、「中

学校」の順に多く、2000（平成 12）年以降では「小学校」、「庁舎」、「図

書館」が多い。なお、「公民館」は 1978（昭和 53）年に計上されており、

旧耐震基準の時代に建築されている。 
 

【図表】公共建築物の整備量（延床面積） 
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出所：西原町総務課「西原町公共施設等総合管理計画」（平成 29 年 3 月） 
 

【図表】公共建築物の整備量（金額） 
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出所：西原町総務課「西原町公共施設等総合管理計画」（平成 29 年 3 月） 
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②公共建築物の建築年度及び耐用年数 

本事業の検討対象である西原町中央公民館は、西原町の既存施設の中でも

整備から時間が経過しており、税法上の耐用年数到来が迫っている。このほ

か、西原中学校、西原町学校給食共同調理場、西原町シルバー人材センター

の老朽化が特に進行している。 
 

【図表】公共建築物の建設年度等一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：西原町総務課「西原町公共施設等総合管理計画」（平成 29 年 3 月） 
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③更新投資試算及び財政シミュレーション 

公共建築物とインフラを合わせた更新金額を試算すると、今後 50 年間の平

均年間必要更新投資額は約 7 億 9,200 万円であり、2020 年代後半～30 年代

後半、2040 年代後半～50 年代前半、2060 年代前半に更新が集中することが

想定されている。 
また、一定の前提条件のもとに長期的な概算キャッシュフロー（資金収

支）を試算すると、2024（令和 6）年度にマイナスに転じることが想定され

ており、今後の公共施設等の更新や新規建設は厳しい財政の制約のもとに検

討していくことが求められる。 
 

【図表】公共建築物とインフラ資産の年度別更新金額（単位：百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：西原町総務課「西原町公共施設等総合管理計画」（平成 29 年 3 月） 
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【図表】財政シミュレーションの前提条件と結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：西原町総務課「西原町公共施設等総合管理計画」（平成 29 年 3 月） 
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④課題と実施方針 

西原町における課題は、人口減少への対応、老朽化の進行、整備時期の平

準化、財源の確保が挙げられている。 
西原町においては、施設数や施設構成を鑑み、現状において公共建築物の

保有量（延床面積）の削減は困難と考え、保有量（延床面積）の削減目標は

設定しないこととしている。 
今後の進め方については、維持管理・長寿命化・更新等の基本方針を定め

ており、施設を更新する場合は複合化を前提として施設総量の削減を進める

こととしている。また、民間活用（PPP/PFI）の考え方として、指定管理者

制度などの活用による施設の維持管理・運営コストの抑制及びサービスの質

の向上、施設の整備・更新時における PPP/PFI などの民間活用導入可能性の

調査検討の実施を掲げている。 
 

【図表】西原町の課題 

人口増減・構成変化に

伴う公共施設の必要性 
 将来の人口推計について、2030 年まで増加その後減少の見

込み。一方で高齢者割合は増加の一途が予測される 
 人口減少及び人口構成の変化に伴う公共施設等に対する住

民ニーズの変化に対応したあり方を検討する必要がある 
公共施設等の老朽化  公共建築物のうち、老朽化比率 80％以上が 1 割、60～80％

が 2 割あり、建替、廃止、長寿命化等の対策が必要 
公共施設等の整備時期  耐用年数を踏まえた公共施設等の整備を行う場合、公共施

設等更新金額が集中する時期が生じ、財政的な負担が集中

するため必要金額の平準化を図る必要がある 
公共施設整備・維持の 
財源 

 補助金収入は国・県の財政状況に左右され、今後も安定収

入として見込めるか不透明 
 地方債は将来償還を行う必要があるため発行に制限がある 
 町の基金は施設全体整備金額に対して積立額が少ない 
 税収等自主財源は人口減少の懸念があるため増加が見込み

にくい（減少の可能性有） 
 維持管理コストの財源はほとんど自主財源で賄うことが求

められるので、財源に乏しい 
出所：西原町総務課「西原町公共施設等総合管理計画」（平成 29 年 3 月）を基に作成 
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【図表】基本的な実施方針 

①点検・診断等の実施方

針 
 法定点検だけでなく必要に応じて劣化診断等を実施し定期

的な安全点検等により適正な管理を実施 
②維持管理・修繕・更新

等の実施方針 
 点検・診断の結果に応じた効率的な維持管理等を実施 
 事後修繕ではなく長期的視点から計画的に実施 

③安全確保の実施方針  定期的な巡回点検や各種法令に基づく点検を適正に実施 
 指定管理施設では指定管理者と協働で適正に管理 

④耐震化の実施方針  耐震化の必要な施設は経過年数や危険度等を勘案し適切に

対応 
⑤長寿命化の実施方針  長寿命化計画策定、予防管理、改善を推進 
⑥統合や廃止の推進方針  更新する場合は複合化を前提とし、施設総量の削減を推進 
⑦民間活用（PPP/PFI
等）の考え方 

 施設の維持管理・運営コストを抑制しつつサービスの質を

向上するため、指定管理者制度などを活用 
 施設の整備や更新時には、PPP/PFI などの民間活用の導

入の可能性について調査検討を実施 
出所：西原町総務課「西原町公共施設等総合管理計画」（平成 29 年 3 月）を基に作成 
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３．関係者ヒアリング 

（１）関係者ヒアリングの概要 

現状や課題を把握し、事業の方向性の検討につなげるため、１．対象地及び施

設の基本情報で整理した各施設の町所管課や所有・運営者等、並びに周辺道路整

備事業や都市計画の町所管課へのヒアリングを実施した。 

 

【図表】関係者ヒアリング実施先 

対象施設等 ヒアリング先 施設等との関係 

中央公民館 西原町教育委員会 教育部 生涯学習

課 所管課 

いいあんべー家 
西原町 福祉部 健康支援課 所管課 
社会福祉法人 西原町社会福祉協議会 指定管理者 

社会福祉センター 社会福祉法人 西原町社会福祉協議会 施設所有者 

西原町シルバー人材センター 
西原町 建設部 産業観光課 所管課 
公益社団法人 
西原町シルバー人材センター 施設利用者 

西原町役場 
（庁舎等複合施設） 

西原町 総務部 総務課 
西原町教育委員会 教育部 生涯学習

課 
所管課 

西原町立図書館 西原町教育委員会 教育部 文化課 所管課 

西原さわふじマルシェ 
西原町 建設部 産業観光課 所管課 
沖縄県農業協同組合（JA） 指定管理者 

西原共同福祉施設 
（西原町商工会） 

西原町 建設部 産業観光課 所管課 
西原町商工会 施設利用者 

西原町学校給食共同調理場 
西原町教育委員会 教育部 教育総務

課 
学校給食共同調理場 

所管課 

周辺道路整備事業 
（シンボルロード） 西原町 建設部 土木課 所管課 

都市計画 西原町 建設部 都市整備課 所管課 
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（２）ヒアリング結果 

各施設の運営や利用の状況、ハード面の課題、再整備に向けた意見等を聞き取

った。また、周辺道路整備の想定スケジュールや、都市計画上の対応可能性等に

ついても聴取した。 

 

【図表】関係者ヒアリング結果 

論点 結果要約 

運営・利用状況 

 中央公民館は町民のサークル活動で多く利用されているが、数が

多く新規参入が困難なため利用者の固定化が進んでいる。サーク

ル参加者は高齢者が中心。サークルに認定されると施設使用料が

無料になるが、町の財政状況や受益者負担の観点から今後のあり

方の検討が必要 
 いいあんべー家は 40 歳以上の町民等が利用対象だが、実際は 60

歳以上の利用が大半。指定管理者の収入の大半が指定管理料。町

民体育館との差別化に課題があるため利用料金の値上げも困難 
 社会福祉センターの大広間（和室）は福祉団体、老人クラブ等の

サークル活動や民間芸能団体の利用が多い 
 図書館は学習スペースとしての利用も多いが、本来意図する利用

形態ではないため、そのようなニーズを公民館で取り込めるとよ

い 

ハード面の課題 

 庁舎等複合施設のホールと中央公民館のホールは使用目的や料金

水準が異なり上手く棲み分けできている 
 公民館も社会福祉センターもサークル活動で利用されており、共

同管理や一元化は可能と思われる 
 中央公民館の調理実習室は稼働が低く、西原町役場（庁舎等複合

施設）や西原さわふじマルシェには新しくきれいな調理室がある 
 いいあんべー家は 2002（平成 14）年築の割に損傷が激しい 
 イベント時には一帯の駐車場が不足する。立体駐車場の整備も一

案 
 図書館 2 階の会議室は稼働が低いため公民館等との運用連携も考

えられるが、防音環境ではない点に留意が必要 
 学校給食共同調理場は老朽化や駐車場不足が課題 

再整備に向けた 
意見等 

 公民館単体ではなく複合的な施設になることが望ましい。生涯学

習機能を将来にわたり確保することが重要であり、公民館という

位置づけにこだわるものではない 
 施設を複合化すると施設管理は大変になるため、民間委託も視野

に入れたい。ソフト面での民間活力導入も十分に検討可能 
 いいあんベー家は 40 歳未満の施設利用開放や民間フィットネス事

業者等との連携も視野に入れたい 
 いいあんべー家や社会福祉センターは公民館と一体的に再整備

し、民間にハード管理を任せ、町や社協はソフト事業に専念した

い 
 社協は再整備後の施設にテナントとして入居したい意向。バリア

フリーやプライバシー確保の配慮が必要 
 引き続き災害時の避難所としての機能を持たせる必要がある 
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 シルバー人材センターは、本来は現状のような単独施設利用がベ

ストだが、単独での再整備は難しいため再整備後の施設へのテナ

ント入居が望ましい 
 民間収益施設の導入検討においては、西原さわふじマルシェへの

配慮が必要 
 図書館は現施設を継続利用したい意向 
 西原共同福祉施設（西原町商工会）は老朽化が一定程度進んでい

るものの、商工会としては現施設を継続利用したい意向 
 学校給食共同調理場は施設更新の必要性があるものの、必ずしも

公民館との複合化が望ましいとは考えていない 
周辺道路 
整備事業 

（シンボル 
ロード） 

 公民館再整備検討がスムーズに進んだ場合、道路事業の完了より

再整備施設の竣工の方がスケジュール的に先行する可能性が高い 
 道路事業完了後も交通量が大きく増えることは考えにくい 

都市計画 

 将来的な市街化編入は視野に入れているが、公民館再整備に合わ

せて早められるかは各所との調整が必要 
 スケジュールを考慮すると、市街化調整区域のまま地区計画を策

定して民間機能導入を可能とする方法も視野に入る 
 都市計画マスタープランにおける土地利用構想との整合性を考慮

する必要がある 
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第３章 参考事例調査 

１．調査概要 

中央公民館を中心とした PPP/PFI による再編整備にあたっては、施設・機能構

成、コンセプト・ターゲット設定、事業スキーム、民間収益施設の併設等、様々な論

点の検討が必要である。これらの検討を効果的かつ効率的に進めるためには、他地域

における先行事例の調査・分析が有益であるため、一般に公開されている情報を基に

参考事例調査を実施した。 
調査対象は、PPP/PFI による事業を中心に、本事業との親和性の観点から、公民

館または類似する施設を含む複合施設の整備を行っている事例、公共施設の整備にあ

わせて民間収益施設を整備している事例、公的な団体と連携して健康づくり拠点を運

営している事例、既存施設の解体と建替を計画的に行っている事例等を抽出した。 

 

【図表】調査事例一覧 

調査事例 事例概要・ポイント 
事例抽出の観点 

① ② ③ ④ 

フレスポ桶川 

（埼玉県桶川市） 

 図書館、コミュニティセンター（体育

室、会議室等）からなる公共施設と、

スーパー、ドラッグストア、フィット

ネス、託児機能付きワーキングスペー

ス等からなる民間収益施設を、事業用

定期借地権方式による PPP 事業で整備 
 事業者が市有地を借り受け施設を整備

運営し、市は公共施設部分を事業者か

ら賃借 

● ● ●  

パルプラスオン 

（鳥取県伯耆町） 

 保健福祉センター内の遊休スペースと

ロビーをジムとスタジオにリノベーシ

ョンし、会員制のスポーツクラブを開

業。人口約 1 万人の町で独立採算によ

る運営を実現 
 リノベーションに合わせて芝生広場を

整備したほか、各種プログラム・イベ

ントも展開 

● ● ●  

横浜市瀬谷区総合庁舎 

及び二ツ橋公園整備事業 

（神奈川県横浜市） 

 老朽化や耐震性が課題となっていた区

役所庁舎、公会堂等の公共施設と隣接

する公園を一体的に再整備した PFI 事
業 

 市は当初、既存建物を解体の上、仮設

の公会堂代替施設を設置する想定だっ

たが、事業者からの提案に基づき工事

期間中も既存公会堂の利用を継続しな

がら建替を実現 

● ●  ● 

川西市低炭素型 

複合施設に伴う PFI 事業 

（兵庫県川西市） 

 老朽化等により建替・移転が必要とな

った文化会館、中央公民館、福祉施設

等の複合化による施設整備・運営を行

う PFI 事業 

● ●   
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 整備後の多目的ホール等を活用して事

業者自身が企画・開催する芸術・文化

鑑賞事業や、エリアマネジメントの一

環で実施するイベント開催事業を独立

採算で実施 

野々市中央地区整備事業 

（石川県野々市市） 

 図書館、市民学習センターからなる文

化交流拠点施設（学びの杜ののいちカ

レード）と中央公民館、市民活動セン

ターからなる地域中心交流拠点施設

（にぎわいの里ののいちカミーノ）を

PFI 事業として整備 
 カミーノは公共棟と民間棟で構成。民

間棟はシェアオフィス、物産コーナ

ー、食堂、シェアキッチン等で構成さ

れ、人口約 5.3 万人の都市において独

立採算による整備運営を実現 

● ● ●  

公共施設の連鎖的建替 

及び跡地活用 

（長崎県諫早市） 

 老朽化等に伴う公共施設の移転・建替

で生じた跡地を玉突き的に利用し、市

中心地区の賑わいを再生 
 一連の事業により、幼稚園・保育所・

子育てセンター（合築）、地域交流セン

ター及び歴史文化館、図書館及び新市

庁舎、交流広場を整備 

● ●  ● 

 

【事例抽出の観点】 

① 複数の公共機能の複合化施設の整備に関する事例（特に公民館や福祉施設を対象と

する事例を抽出） 

② 賑わい創出や住民の交流促進、コンパクトシティの形成にも資する施設の整備に関

する事例 

③ 付帯事業（民間収益機能等）の併設に関する事例 

④ 現施設の継続利用・休止・縮小や段階的整備等の検討を含む施設整備に関する事例 
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２．調査結果 

（１）フレスポ桶川（埼玉県桶川市） 

①基本情報 

自治体 名称 埼玉県桶川市 
人口 75,055 人（2021（令和 3）年 6 月 1 日現在） 
面積 25.35 ㎢ 

施設概要 事業名 桶川市坂田地区公共施設等整備事業 
施設名称 フレスポ桶川 
所在地 桶川市坂田東 2 丁目 3 番地 1・2・3 

（坂田西特定土地区画整理事業 仮換地 118 街区

1.2.3.4 画地） 
アクセス JR 桶川駅東口よりバス約 10 分、下車徒歩 30 秒 

都市計画等  第 2 種住居地域 
 建蔽率 60%、容積率 200% 
 地区計画による用途制限等 

開業年月 2019（平成 31）年 4 月 
（一部店舗は 2019（平成 31）年 2 月） 

施設構成  公共施設（スマイルピアザ坂田）： 
坂田図書館、坂田コミュニティセンター（体育

室、軽体育室、音楽室 1・2、多目的室 1・2、調

理室、会議室） 
 民間施設： 

スーパー、歯科、ドラッグストア、100 円ショッ

プ、キッズスペース付きオフィス、内科・小児

科、アウトドアフィットネス 
 駐車場：189 台、駐輪場：157 台 

敷地面積 17,292 ㎡ 
延床面積  公共施設（共有部分（按分）含む） 

 坂田図書館：757 ㎡ 
 坂田コミュニティセンター：1,534 ㎡ 
 民間施設：4,683 ㎡ 

階数・構造  公共施設：2 階建・S 造 
 民間施設 1・2（店舗）：1 階建・S 造 

事業概要 事業費 1,418 百万円（歳出ー歳入） 
 公共施設賃料等（歳出）：2,200 百万円 
 地代総額（歳入）：782 百万円 

事業スキーム 事業用定期借地権方式 
 事業用定期借地権により事業者が市有地を借り

受け、施設を整備・管理運営 
 市は公共施設部分を事業者から建物賃借 

事業期間 約 29 年間 
事業者  大和リース株式会社（代表企業） 

 株式会社昭和設計（構成員） 
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 株式会社松下設計（構成員） 
（プロポーザルにより計 3 グループから選定） 

 
【図表】施設外観 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：大和リース株式会社 HP 
 

②事業の背景・目的 

桶川市は 2011（平成 23）年 4 月、「第五次総合進行計画」を策定し、事

業対象地の周辺を「地域生活拠点」に位置付け、日常生活に必要な商業、医

療・福祉、公共サービス及び公園緑地などを集約し、利便性の高い安心して

住み続けられる「歩いて暮らせるまちづくり」の形成を図ることとしてい

る。 
本事業は、上位計画での位置付けや、市民アンケート結果による市民意向

等を踏まえ、「生活利便」「健康長寿」「生涯学習」を基本に、日常生活の

利便性の向上に加え、地域の交流や活動等コミュニティの醸成を図る「地域

生活拠点」に相応しい、公共機能と民間機能が複合した施設の整備を目的と

して実施された。 
  



 

55 

 

【図表】土地利用構想図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：桶川市坂田地区公共施設棟整備事業 募集要項 
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【図表】検討の流れ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：桶川市坂田地区公共施設棟整備事業 募集要項 
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③事業の経緯・スケジュール 

実施方針等の公表から事業者選定まで半年程度、開館まで 3 年弱のスケジ

ュールで進められており、施設の基本構想・計画等の策定は行われていな

い。 

日程 主な内容 

2016（平成 28）年 7 月 実施方針、要求水準書（案）の公表 
2016（平成 28）年 9 月 要求水準書、募集要項等の公表 
2016（平成 28）12 月 提案書受付 

2017（平成 29）年 2 月 優先交渉権者選定 
2017（平成 29）年 3 月 基本協定締結、事業契約等締結 
2017（平成 29）年度 設計及び諸申請手続き 
2018（平成 30）年度 建設工事及び開館に向けた準備 

2019（平成 31）年 4 月 開館 
出所：桶川市 HP、桶川市坂田地区公共施設等整備事業 実施方針を基に作成 
 

④施設詳細 

ア 公共機能（スマイルピアザ坂田） 

公共施設部分は図書館とコミュニティセンターから構成されており、

両施設を合わせた複合公共施設「スマイルピアザ坂田」として運営され

ている。コミュニティセンターは体育室、音楽室、多目的室、調理室、

会議室など多様な用途に対応可能な施設構成となっている。 
坂田図書館 開館時間 平日・土日とも 9:00～17:00 

指定管理者 丸善雄松堂・図書館流通センター共同事業体 
※市内 4 図書館を一括受託 

坂田 
コミュニティ 

センター 

利用時間 9:00～22:00 
休館日 12 月 29 日～1 月 3 日 

諸室構成  体育室（約 510 ㎡） 
 軽体育室（約 120 ㎡） 
 音楽室 1・2（約 30 ㎡×2） 
 多目的室 1・2（約 65 ㎡×2） 
 調理室（約 40 ㎡） 
 会議室（約 13 ㎡） 

利用料金 
（1 時間あたり） 

 体育室：全室 600 円、半室 300 円 
 軽体育室：全室 300 円、半室 150 円 
 音楽室 1・2、多目的室 1・2：1 室 200 円 
 調理室：150 円 
 会議室：100 円 
※市外住民の利用は倍額 
※入場料等を徴収する利用は割増料金 

指定管理者 桶川まちづくり共同事業体 
利用人数 

【稼働率】 
43,185 人【37.44%】（令和元年度） 
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収入 23,367 千円（2019（令和元）年度） 
 指定管理料：18,069 千円 
 利用料：5,050 千円 
 自主事業他：248 千円 

 
【図表】施設平面図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：桶川市 HP 
 

【図表】施設写真 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：桶川市 HP、桶川市図書館 HP 
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イ 民間機能 

民間施設部分にはスーパー、ドラッグストア、フィットネス、クリニ

ックなど生活密着型の商業テナントが入居している。 

 
【図表】入居テナント一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：フレスポ桶川 HP 
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⑤事業スキーム 

定期借地権方式を活用し、市が支払う公共施設賃料の一部を民間事業者か

ら受け取る地代及び固都税と見かけ上相殺する形とすることで、市の財政負

担軽減及び平準化を実現している。 

 
【図表】事業スキーム概要 

 市は民間事業者と事業用定期借地権設定契約（約 29 年間）を締結し、市有地を貸し

付ける。 
 民間事業者は借り受けた市有地上に公共施設棟及び民間施設棟を整備・所有し、維持

管理を行う。 
 市は公共施設棟を民間事業者から賃借し、図書館及びコミュニティセンターを運営

（指定管理者制度を活用）。 
 民間事業者は民間施設の運営から得られる収益のほか、公共施設部分の賃料を得る。

一方、市は民間事業者からの借地料や建物に係る固都税を得る。 
 事業期間終了後、民間事業者は市有地を原状回復（更地化）の上、市に返還する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業費（市の財政負担） 1,418百万円（①歳出−②歳⼊） 

①歳出（公共施設賃料） 2,200 百万円 
②歳入（地代） 782 百万円 

財政負担縮減率 ②歳入分（782 百万円）＋ 
③固都税収入分（金額不明） 

出所：桶川市資料 
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⑥エリアマネジメント活動 

設計・建設段階から、エリアマネジメントに資する空間構成や、ソフト事

業の運営主体の設立などに取り組み、民間のノウハウを生かしたハード・ソ

フト連携が図られている点が特徴的である。 

 
【図表】エリアマネジメント活動の概要 

 民間事業者の提案に基づき、地域住民が気軽に利用・活動できる場として、ミナツド

（共用部と公共施設のエントランスに地域住民が集う空間）を設け、その運営のため

市や事業者等による「ミナツド運営協議会」を組成し、エリアマネジメントを実施し

ている。 
 ミナツド運営協議会は以下 3 点を目的として活動し、これまでに様々なイベントを開

催している。 
① 坂田地区の地域活性化によるブランド価値の向上 
② 地域の人々がつながる活動の支援 
③ 地域や来訪される人々の健康維持・向上の推進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：桶川市坂田地区公共施設等整備事業 選考結果及び審査公表、大和リース HP、ミナツド運営協議会

HP 
  

＜ミナツド運営協議会によるイベント開催実績（一部）＞＜地域住⺠の利用・活動スペース＞
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（２）パルプラスオン（鳥取県伯耆町） 

①基本情報 

自治体 名称 鳥取県伯耆町 
人口 10,715 人（2021（令和 3）年 6 月 1 日現在） 
面積 139.44 ㎢ 

施設概要 施設名称 岸本保健福祉センター（パルプラスオン） 
所在地 鳥取県西伯郡伯耆町大殿 1010 
アクセス JR 伯備線「岸本」駅より徒歩 25 分 

都市計画等 都市計画区域外 
開業年月 2017（平成 29）年 4 月 

（2002（平成 14）年 9 月完成の施設をリノベーショ

ン） 
施設構成  フィットネスジム・スタジオ 

 芝生広場 
 子育て支援センター（2018（平成 30）年 4 月に

同施設へ移転） 
 温浴施設（既存施設） 等 

敷地面積 不明 
延床面積 不明（ジム・スタジオへのリノベーション部分は 110

坪） 
階数・構造 不明 

事業概要 事業費 不明（当初の総工費：16 億 7 千万円） 
事業スキーム 指定管理者制度 

事業期間 不明 
事業者  社会福祉法人伯耆町社会福祉協議会（指定管理

者） 
 株式会社ルネサンス（開業・運営支援） 

 
②事業の背景・目的 

伯耆町では、地方創生の一環として「生涯活躍のまち ほうき健康経営プ

ロジェクト」に取り組んでいる。その目玉となる取組として、岸本保健福祉

センター内の遊休スペース及びロビーをジムとスタジオにリノベーション

し、会員制のスポーツクラブ「フィットネス＆スタジオ パル」として開業

した。この事業は、以下 3 点を目的として実施されたものである。 
 健康増進を図り、健康寿命の延伸や介護予防を行う 
 自立したスポーツジムを運営し、新たな雇用の場を創る 
 既存施設の有効活用を図る 
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③施設詳細 
岸本保健福祉センターは、2002（平成 14）年 9 月に完成した町の公共施設

であり、社会福祉協議会事務局や温泉、温水プールからなる「岸本温泉ゆう

あいパル」が入居していた。 
2017（平成 29）年 4 月、同施設内の遊休スペースやロビーをリノベーショ

ンして、「フィットネス＆スタジオ パル」を開業するとともに、屋外のコ

ンクリート広場に天然芝を設置した。これらの取組により、施設来場者数は

リノベーション前に比べ、約 4 万人/年増加している。 
 

【図表】リノベーション前後の施設来場者数の比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：スポーツ庁「スポーツ施設のストックマネジメント及びスタジアム・アリーナ改革合同全国セミナ

ー」における株式会社ルネサンス資料 
 

ア フィットネス＆スタジオ パル（新設施設） 
岸本保健福祉センター内の遊休スペース及びロビー（110 坪）をリノ

ベーションして、会員制の「フィットネス＆スタジオ パル」を開業し

た。施設内は「マシン」と「スタジオ」の 2 つの運動スペースに分かれ

ている。「マシン」は 17 台の最新マシンを取り揃え、有酸素、筋力、ス

トレッチなど多様なトレーニングが可能となっている。「スタジオ」で

は、インストラクターの指導の下、エクササイズやトレーニングが行わ

れている。 
運営は指定管理者である社会福祉法人伯耆町社会福祉協議会が担い、

株式会社ルネサンス及び「地域おこし企業人」（令和 3 年度から「地域

活性化企業人」に改称）として同社から伯耆町に派遣された社員が、開

業準備や運営に係る支援を行っている。 
開業後は初年度から黒字化を実現し、町からの補助金等も受け取って

いない。7 名の雇用を創出するなど、地域経済の活性化にも寄与してい

る。 
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営業時間  月～金曜日 10:00～21:00 
 土曜日 10:00～20:00 
 日曜日・祝日 10:00～19:00 

休館日 水曜日 
会員料金 

（税込、月会費） 

 正会員：6,050 円 
 町民会員（町内在住または勤務）：5,500 円 
 平日シニア会員（65 歳以上）：4,400 円 
 法人会員：4,950 円 
※温泉・サウナ入り放題等のオプションプラン有 
※別途入会金 3,300 円、会員証発行等事務手数料 3,300 円 

ジュニアダンススク

ール/キッズジム料金 

（税込、月会費） 

4,400 円 
※週 1 回の開講 
※4 歳~小学 6 年生までを対象。年齢によりクラス分け有 

 
【図表】「フィットネス＆スタジオ パル」の概要 
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出所：株式会社ルネサンス HP、出所：スポーツ庁「スポーツ施設のストックマネジメント及びスタジア

ム・アリーナ改革合同全国セミナー」における株式会社ルネサンス資料 
 

【図表】事業の効果  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：スポーツ庁「スポーツ施設のストックマネジメント及びスタジアム・アリーナ改革合同全国セミナ

ー」における株式会社ルネサンス資料 
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イ 芝生広場（新設施設） 
施設屋外のコンクリート広場に天然芝を設置し、芝生広場としてリノ

ベーションを行った。完成後は、芝生広場を活用した様々なプログラム

やイベントが行われ、コミュニティの形成や賑わいの創出に寄与してい

る。 
 

【図表】芝生広場の写真（リノベーション前後） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：株式会社ルネサンス HP 
 

【図表】芝生広場を活用したプログラム・イベント 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：スポーツ庁「スポーツ施設のストックマネジメント及びスタジアム・アリーナ改革合同全国セミナ

ー」における株式会社ルネサンス資料 
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ウ 子育て支援センター 
岸本保健福祉センター（パルプラスオン）がリノベーション後の 2018

（平成 30）年 4 月に同施設内へ移転した。 
開所日 月～金曜日、毎月第 2・第 4 土曜日の午前 
開所時間 【午前】9:00～11:30 【午後】13:30～16:00 

 

エ 岸本温泉ゆうあいパル（既存施設） 
温泉や歩行専用の温水プールを備えた温浴施設であり、施設のリノベ

ーション後は、ジム・スタジオとの相乗効果もあってか利用者数は増加

している。 
営業時間 10:00～21:00 ※冬季（1～3 月）は営業終了時間の変更有 
定休日  毎週水曜（祝日の場合は翌日） 

 年末年始（12 月 30 日～1 月 1 日） 
料金  入浴料及び温泉プール利用： 

中学生以上 630 円、小学生 320 円、未就学児 220 円、3 歳

未満無料、70 歳以上の町民・障がい者・要介護者 320 円 
 入浴のみ利用： 

中学生以上 520 円、小学生 320 円、未就学児 220 円、3 歳

未満無料 
 温水プールのみ利用： 

小学生以上 320 円 
※上記のほか回数券販売あり 

 

【図表】岸本温泉ゆうあいパルの写真 

 
 
 
 
 
 
 
 
出所：正面大山高原リゾートウェブサイト 
 

オ その他施設 
社会福祉法人伯耆町社会福祉協議会事務局や小規模保育所が入居して

いる。 
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④事業スキーム 
社会福祉法人伯耆町社会福祉協議会が指定管理者として運営している。ま

た、株式会社ルネサンス及び「地域おこし企業人」（2021（令和 3）年度か

ら「地域活性化起業人」に改称）として同社から伯耆町に派遣された社員

が、開業準備や運営に係る支援を行っている。 
施設改修やプログラム開発には地方創生関連交付金を活用した。開業後は

町からの補助金等を受けず、独立採算で黒字化を実現している。 
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（３）横浜市瀬谷区総合庁舎及び二ツ橋公園整備事業（神奈川県横浜市） 

①基本情報 

自治体 名称 神奈川県横浜市 
人口 377 万人（2021（令和 3）年 6 月 1 日現在） 
面積 435.5 ㎢ 

施設概要 事業名 横浜市瀬谷区総合庁舎及び二ツ橋公園整備事業 
所在地 横浜市瀬谷区二ツ橋町 190 番地 
アクセス 相鉄線三ツ境駅徒歩 10 分 

都市計画等  第 1 種住居地域 
 建蔽率 60%、容積率 200% 
 第 4 種高度地区 

開業年月  2010（平成 22）年 9 月 公会堂供用開始 
 2012（平成 24）年 3 月 区庁舎供用開始 
 2013（平成 25）年 4 月 駐車場供用開始 

施設構成 区庁舎、公会堂、公園、地下駐車場（約 130 台） 
敷地面積 約 13,886 ㎡ 
延床面積  庁舎：約 15,000 ㎡ 

 公園：約 6,000 ㎡ 
階数・構造  地下 1 階地上 3 階建 

事業概要 事業費 約 104 億円（税抜、落札金額） 
VFM  特定事業選定時：9.2% 

 事業者選定時：9.1% 
事業スキーム PFI（BTO 方式、混合型） 

事業期間 2008（平成 20）年 12 月～2026（令和 8）年 3 月（約

17 年） 
 設計・建設：約 4 年 
 維持管理・運営：約 13 年 

事業者  大和リース株式会社（代表企業） 
 株式会社ハリマビステム（構成企業） 
 株式会社共立（構成企業） 
 鹿島建設株式会社（協力企業） 
 株式会社 NTT ファシリティーズ（協力企業） 
 株式会社環境デザイン研究所（協力企業） 
 株式会社日本レストランエンタプライズ（協力企

業） 
（プロポーザルは計 1 グループが応募） 
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【図表】施設外観 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：内閣府 民間資金等活用事業推進室「PPP/PFI 手法導入優先的検討規程運用の手引」（平成 29 年 1

月）、鹿島建設株式会社 HP 
 

②事業の背景・目的 
瀬谷区総合庁舎は、老朽化、業務空間の狭隘化、駐車場不足といった課題

を抱えていた。耐震面でも現行の耐震基準を満たしておらず、再整備を行う

必要があった。また、隣接する二ツ橋公園も施設の老朽化が進み、時代のニ

ーズに適した施設とする必要があった。 
市は、このような状況を改善するため、区庁舎の建替えと隣接する公園施

設の区域変更及び再整備を一体的に行うこととした。 
 

【図表】整備前後の配置図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：内閣府 民間資金等活用事業推進室「PPP/PFI 手法導入優先的検討規程運用の手引」（平成 29 年 1

月） 
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③事業の経緯・スケジュール 
実施方針の公表から 4 年弱で公会堂の供用が開始されているが、最優秀提

案者の失格による再公告の手続を踏んでいるため、通常より期間を要してい

ると考えられる。また、公会堂、区庁舎、駐車場と段階的に供用開始してい

る点が特徴的である。 
日程 主な内容 

2006（平成 18）年 12 月 実施方針公表 
2007（平成 19）年 2 月 特定事業の選定（2008（平成 20）年 2 月修正） 

2008（平成 20）年 2 月 

入札公告（再公告） 
※2007（平成 19）年度に入札公告し、選定作業を進め

ていたが、最優秀提案者となった事業者の失格により再

入札公告を実施 
2008（平成 20）年 9 月 落札者決定 
2010（平成 22）年 9 月 公会堂供用開始 
2012（平成 24）年 3 月 区庁舎供用開始 
2013（平成 25）年 4 月 駐車場供用開始 

出所：横浜市 HP、内閣府 民間資金等活用事業推進室「PPP/PFI 手法導入優先的検討規程運用の手引」

（平成 29 年 1 月）を基に作成 
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④施設詳細 
施設は区庁舎、公会堂、消防署の複合施設となっている。また、駐車場は

二ツ橋公園地下に設置されており、有料となっているが、区役所への来庁者

は一定時間無料で利用可能となっている。 
瀬谷区庁舎 開庁時間 8:45～17:00 

休庁日 土日祝日、年末年始（12 月 29 日～1 月 3 日） 
※一部、土曜開庁を行っている部署あり 

横浜市 

瀬谷公会堂 

利用時間 9:00～22:00 
休館日 毎月第 3 月曜日、年末年始 

諸室構成  講堂 
 会議室 1・2・3 
 和室 
 練習室 1・2 

利用料金 

（全日） 

 講堂：29,000 円 
 会議室 1・2：2,000 円 
 会議室 3：2,300 円 
 和室：2,000 円 
 練習室 1：2,600 円 
 練習室 2：3,000 円 
 全館：42,900 円 
※土日祝日など、条件によって割増料金あり 

指定管理者 グリーンファシリティーズ瀬谷株式会社 
（PFI 事業の SPC） 

駐車場 利用時間 8:00～22:30 
※利用時間外の出入庫不可 

駐車料金 【平日】 
 8:00～22:30 30 分/150 円 
 22:30～8:00 60 分/100 円 
【土日祝日】 
 8:00～22:30 30 分/150 円 
 当日最大料金 800 円 
※区役所来庁者は一定時間無料で利用可 
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【図表】施設フロアガイド 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：横浜市 HP「区役所の案内・フロアガイド」 

 
図表 X 公会堂フロアマップ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：横浜市瀬谷公会堂 HP「フロアマップ」 
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【図表】公会堂の写真 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：横浜市瀬谷公会堂 HP 
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⑤事業スキーム 
PFI 事業（BTO 方式）を採用し、施設整備・維持管理・運営を一定的に民

間事業者が担っている。なお、庁舎の運営と公園施設の維持管理は引き続き

市が実施している。 
事業費の観点からは、市が民間事業者に対して整備運営の対価としてサー

ビス購入料を事業期間にわたり支払う一方、公会堂の運営や食堂・売店その

他付帯事業により得られる収入は民間事業者の収入となるため、混合型に分

類される。 
また、本事業では当初、公会堂の解体・建設期間中に、公会堂代替施設の

整備が必要であると想定していた。しかし、民間事業者から公会堂代替施設

を整備せず公会堂施設を継続利用できる建替計画が提案されたことで、公会

堂を閉鎖することなく整備できるとともに、公会堂の代替施設の建設・解体

が不要となり、財政負担の軽減・工期の短縮が図られた。このほか、庁舎内

の動線について、民間事業者から来庁者の動線と市の職員執務エリアを分離

する庁舎内の配置プランが提案された点や、庁舎・公園の一体整備によりス

ムーズな利用者動線が実現した点も、民間活力導入の効果と認識されてい

る。 
 

【図表】整備計画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：内閣府 民間資金等活用事業推進室「PPP/PFI 手法導入優先的検討規程運用の手引」（平成 29 年 1

月） 
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（４）川西市低炭素型複合施設に伴う PFI 事業（兵庫県川西市） 
①基本情報 

自治体 名称 兵庫県川西市 
人口 156,016 人（2021（令和 3）年 3 月末日現在） 
面積 53.44 ㎢ 

施設概要 事業名 川西市低炭素型複合施設に伴う PFI 事業 
施設名称 キセラ川西プラザ 
所在地 川西市火打 1 丁目 12 番 16 号 
アクセス  阪急電鉄宝塚線 川西能勢口駅下車、徒歩約 15 分 

 能勢電鉄妙見線 絹延橋駅下車、徒歩約 5 分 
都市計画等  第 2 種住居地域 

 地区計画区域内 
 建蔽率 60%、容積率 300% 

開業年月 2018（平成 30）年 9 月（一部施設から順次開業） 
施設構成  福祉棟： 

社会福祉協議会事務所、予防歯科センター、公民

館、兵庫県川西こども家庭センター、各種福祉団

体、共用会議室等 
 文化棟： 

多目的ホール（1,000 席）、大会議室、スタジオ等 
 駐車場：338 台、駐輪場：150 台、バイク：16 台 

敷地面積 20,860.81 ㎡ 
延床面積 11,253.34 ㎡（うち文化関連施設 5,203.86 ㎡） 

階数・構造 地上 3 階建（一部 4 階建）・S 造 
事業概要 事業費 約 91 億円（税抜、契約金額） 

VFM  特定事業選定時：6.7% 
 事業者選定時：不明 

事業スキーム PFI 事業（BTO 方式、混合型） 
事業期間 約 23 年間 

 設計・建設：約 3 年 
 維持管理・運営：約 20 年 

事業者  三菱 UFJ リース株式会社（代表企業） 
 株式会社奥村組（構成員） 
 株式会社 JTB コミュニケーションズ（構成員） 
 太平ビルサービス株式会社（構成員） 
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【図表】施設外観 
 
 
 
 
 
 
 
出所：キセラ川西プラザ HP 
 

【図表】施設配置図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：キセラ川西プラザ HP 
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②事業の背景・目的 
老朽化のため建替が必要となった文化会館、公民館等と、区画整理の実施

によって移設の必要があった福祉関連施設を一体的に整備運営することを目

的とした事業である。 
 

③事業の経緯・スケジュール 
入札説明書等の公表より前の時点で要求水準書の骨子や案を公表し、民間

事業者の質問・意見を反映しながら丁寧に進めていったことがうかがえるス

ケジュールとなっている。なお、事業者選定は総合評価一般競争入札方式に

より行っている。 
また、川西市の特徴的な取組として「事前エントリー制度」がある。これ

は、入札参加を希望する地元企業と、地元企業の活用を考えている入札参加

者がコンタクトをとるきっかけとなる場を市が提供することで、地元企業の

円滑な事業参画促進を図ることを目的とした制度である。具体的には、地元

企業の希望に応じて企業名、連絡先、参加を希望する業務、実績、資格等を

リスト化し、市の HP に掲載するものであり、本事業では計 40 者が掲載され

た。 
日程 主な内容 

2014（平成 26）年 3 月 基本構想の策定・公表（2014（平成 26）年 11 月修正版

公表） 
2014（平成 26）年 7 月 実施方針・要求水準書骨子等の公表 
2014（平成 26）年 10 月 要求水準書（案）の公表 
2014（平成 26）年 12 月 特定事業の選定 

2015（平成 27）年 1 月 入札説明書等の公表（2015（平成 27）年 4 月入札公告

修正） 
2015（平成 27）年 2 月 事前エントリー制度について公表、申込開始 
2015（平成 27）年 4 月 事前エントリー結果公表 
2015（平成 27）年 5 月 提案書類受付締切、開札 
2015（平成 27）年 6 月 落札者の決定 
2015（平成 27）年 9 月 事業契約締結、基本設計業務開始 
2016（平成 28）年 2 月 実施設計業務開始 
2016（平成 28）年 10 月 建設工事・工事監理業務開始 
2018（平成 30）年 2 月 施設維持管理業務開始 
2018（平成 30）年 4 月 施設運営業務開始 

出所：川西市 HP、川西市低炭素型複合施設整備に伴う PFI 事業 入札説明書を基に作成 
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④施設詳細 
ア 福祉棟 

福祉棟には、公民館や社会福祉機能が集約されており、市の施設のほ

か、県や関係団体の施設も入居している。 
主な施設 概要 

社会福祉法人 

川西市社会福祉協議会 

 ボランティア活動推進、福祉学習普及、子育て支援、

低所得者等への支援、養護老人ホーム等市内の福祉施

設運営等を行っている。 

予防歯科センター等 

 川西市ふれあい歯科診療所、（一社）川西市歯科医師会

事務局、川西市歯科医師会立訪問歯科センター、予防

歯科センターが入居。 

川西公民館 

 開館時間 9：00～22:00（図書室は 9:00～17:00） 
 休館日：年末年始（図書室は日祝日） 
 諸室構成：講座室（81 ㎡）、調理室（65 ㎡）、視聴覚

室（54 ㎡）、和室（46 ㎡）、会議室（45 ㎡）、集会室

（110 ㎡）、図書室（54 ㎡） 
兵庫県 

川西こども家庭センター 

 児童福祉法第 12 条に定められる児童相談所。兵庫県が

運営。 

こども・ 

若者ステーション 

 就学前までの子どもと保護者を対象としたプレイルー

ム、1 歳から就学前の子どもを対象とした一時預かり

ルーム、ニートやひきこもり不登校で悩む義務教育終

了後から概ね 39 歳までの若者とその家族を対象に相談

窓口（予約制）を設置。 
 また、地域で活動している子育て自主グループや青少

年育成団体の活動を支援している。 
 

イ 文化棟 
文化棟には、1 千人収容のキセラホール、スタジオ、大会議室等を備え

ている。 
キセラホール 主要用途 音楽・演劇・舞踏・映画・講演 等 

客席 定員：1,000 席（1 階席 759 席、2 階席 241 席） 
※車イス席 5 席を含む 

付帯諸室 ホワイエ・主催者事務室・親子室・授乳室 等 
使用料 

（全日） 
 平日全日：87,530 円 
 土日祝日：109,150 円 
※全日利用のほか、時間帯別の使用料設定あり 

楽屋 諸室構成  楽屋 7 室（3～20 名） 
 楽屋事務室・シャワー室・湯沸室 等 

使用料 
（全日） 

1,180 円～3,070 円 
※全日利用のほか、時間帯別の使用料設定あり 

大会議室・ 
スタジオ 

定員・面積 大会議室：120 名・180.60 ㎡ 
スタジオ A：60～70 名・83.74 ㎡ 
スタジオ B：70～80 名・101.76 ㎡ 
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使用料 
（50 分毎） 

大会議室：800 円 
スタジオ A：450 円 
スタジオ B：490 円 
※市外居住者の利用は上記の 1.5 倍 
※入場料徴収を伴う利用や営利目的での利用は

上記の 2 倍（市外居住者は 2.5 倍） 
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【図表】施設フロアマップ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：キセラ川西プラザ施設パンフレット 
 

【図表】キセラホールの写真 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：キセラ川西プラザ HP 
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⑤事業スキーム 
PFI 事業（BTO 方式）を採用し、施設整備・維持管理・運営を一定的に民

間事業者が担っている。 
事業費の観点からは、事業者自らが多目的ホール等において企画・開催す

る芸術・文化鑑賞事業、エリアマネジメント業務として実施するイベント事

業部分が独立採算事業となっており、混合型に分類される。 
 

⑥低炭素化対応 
整備対象地が市の低炭素化を推進するモデル地区に位置することから、要

求水準書にて同地区の低炭素化の指針である川西市中央北区低炭素まちづく

り計画や、キセラ川西エコまち運用基準等に準拠すること、都市の低炭素化

の促進に関する法律に基づく「低炭素建築物の認定」及び建築環境総合性能

評価システム（CASBEE）新築（簡易版）「建築物の環境効率 A ランク」を

取得すること等を要件として定めた。また、低炭素化技術に関する事前提案

の受付等を実施した。その結果、CASBEE における最高位の S ランクを取得

するなど、環境に配慮された施設の実現につながっている。 
 

【図表】キセラ川西プラザにおける主な環境配慮の取組  
にぎわい遊歩道上部の吹き抜けにより穏やかな風を供給し、夏場のミスト散布により快

適な屋外空間を創出 
外壁に、耐火性・断熱性に優れた耐火鋼板パネルを採用 
照明設備に、省エネ化に対応した調光付きの LED 照明・人感センサー制御機能を採用 
平時における電力消費の抑制機能をはじめ、停電時使用を想定した自立運転機能付き太

陽光発電パネルの設置や蓄電池の併設など、環境に配慮した様々な手法の導入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：キセラ川西プラザ HP 
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（５）にぎわいの里ののいちカミーノ（石川県野々市市） 

①基本情報 

自治体 名称 石川県野々市市 
人口 53,750 人（2021（令和 3）年 5 月末日現在） 
面積 13.56 ㎢ 

施設概要 事業名 野々市中央地区整備事業（PFI 事業） 
施設名称 にぎわいの里ののいちカミーノ 

※「学びの杜ののいちカレード」の整備運営を含む事

業 
所在地 石川県野々市市本町二丁目 1 番 20 号・21 号 
アクセス  JR 金沢駅よりバス約 30 分、下車徒歩約 7 分 

 コミュニティバス「カミーノ」下車至近 
 北陸自動車道「金沢西 IC」から約 10 分 

都市計画等  近隣商業地域 
 建蔽率 80%、容積率 200%・300% 

開業年月 2019（平成 31）年 4 月 
施設構成  公共棟 

中央・野々市公民館、市民活動センター（ホー

ル、実習室、学習室等） 
 民間棟 

1 の 1 NONOICHI（物産展示・販売、シェアキッ

チン、カフェレストラン等） 
 駐車場：約 100 台、駐輪場：50 台 

敷地面積 7,745 ㎡ 
延床面積  公共棟：3,060 ㎡ 

 民間棟：297 ㎡ 
階数・構造  公共棟：3 階建・S 造 

 民間棟：平屋建・S 造 
事業概要 事業費 約 85 億円（税込、契約額） 

VFM  特定事業選定時：約 3.1% 
 事業者選定時：約 2.2% 
※「野々市中央地区整備事業（PFI 事業）」全体の数値 

事業スキーム PFI（BTM 方式、サービス購入型） 
 設計・建設、開業準備、施設管理を一体的に実

施し、市がサービス購入料を事業者へ支払 
 付帯事業（民間棟（商業施設）の整備運営）は

事業者が独立採算で実施 
事業期間 約 13 年 6 か月 

※「野々市中央地区整備事業（PFI 事業）」全体の期間 
事業者  大和リース株式会社（代表企業） 

 株式会社梓設計（構成員） 
 株式会社フジタ（構成員） 外 6 者、計 9 者 
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【図表】施設外観  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：文部科学省「文教施設における多様な PPP/PFI 事業等促進セミナー」第 2 回における野々市市説

明資料、文部科学省「文教施設における多様な PPP/PFI 事業等の事例集」 
 

②事業の背景・目的 
野々市市では、町役場の移転や大型商業施設の撤退、新市街地の拡大等に

より、本町地区の活力や賑わいの低下が課題となっていた。また、立地する

公共施設のいくつかにおいては老朽化が著しく、近年の多様化する市民ニー

ズに応えきれない等の問題を抱えていた。また、本町地区に隣接する、石川

県立養護学校の統廃合により生まれた広大な跡地を、2014（平成 26）年度に

石川県から取得予定であったことから、周辺地域の活性化に資する利活用を

図る必要があった。 
このような背景から、2014（平成 26）年 3 月、県立養護学校跡地を含めた

本町地区の一部を「野々市中央地区」と設定し、地域活性化に資する土地利

用の方針を定める「野々市中央地区土地利用構想」を策定・公表した。同構

想では、「学びの杜ゾーン」における市立図書館を中心とした「文化交流拠

点」と、「にぎわい交流ゾーン」における公民館を中心とした「地域中心交

流拠点」の整備により、中央地区の活性化を図ることが掲げられた。その

後、前者は「学びの杜ののいちカレード」、後者は「にぎわいの里ののいち

カミーノ」として、PFI 事業により整備運営されている。 
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【図表】野々市中央地区まちづくり全体構想図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：野々市市「野々市中央地区土地利用構想（案）【パブリックコメント結果反映見え消し版】」（平

成 26 年 2 月）  
 

「地域中心交流拠点」（現在の「にぎわいの里ののいちカミーノ」）にお

いては、賑わいと交流の場となる商業機能や大学との連携拠点、周辺住民の

ための市民サービス拠点機能を備えた「文化・コミュニティ施設」を整備す

ることが掲げられた。 
施設は公民館、大学交流拠点、物産品店等からなる複合施設とし、アクセ

ス性の向上を図るため約 100 台の駐車場もあわせて整備することが計画され

た。なお、駐車場の十分な台数や工事期間中の作業スペース確保等の観点か

ら、既存公有地のみでは用地の不足が想定されたため、隣接民有地の利用が

想定されていた。 
なお、当該公有地に立地していた市立図書館は、「文化交流拠点」（現在

の「学びの杜ののいちカレード」）へ移転し、市民学習センターを併設した

新施設として整備する計画とされた。 
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【図表】「地域中心交流拠点」の利活用方針図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：野々市市「野々市中央地区土地利用構想（案）【パブリックコメント結果反映見え消し版】」（平

成 26 年 2 月） 
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③事業の経緯・スケジュール 
本事業は 2 つの施設整備からなる PFI 事業であり、1 期事業として「学び

の杜ののいちカレード」を整備・開業後、2 期事業である「にぎわいの里のの

いちカミーノ」の整備に着手するという段階的な事業実施が特徴的である。 

日程 主な内容 

2014（平成 26）年 1 月 （仮称）野々市市新市立図書館・市民学習センター

検討委員会設置 
2014（平成 26）年 3 月 野々市中央地区土地利用構想の策定・公表 

2014（平成 26）年 6 月 
石川県立養護学校跡地の用地取得（議会議決） 
（仮称）野々市市新市立図書館・市民学習センター

基本構想策定・公表 
2014（平成 26）年 9 月 野々市中央地区整備事業事業者選定委員会設置 
2014（平成 26）年 10 月 実施方針の公表（PFI 法第 5 条） 

2014（平成 26）年 12 月 
特定事業の選定の公表（PFI 法第 7 条、第 11 条） 
債務負担行為設定の補正予算（議会議決） 

2015（平成 27）年 1 月 入札公告、入札説明書等の公表 
2015（平成 27）年 6 月 入札書類（入札書及び事業者計画提案書）の受付 
2015（平成 27）年 7 月 開札、事業者選定結果公表 
2015（平成 27）年 9 月 事業契約締結結（議会議決・PFI 法第 12 条） 
2016（平成 28）年 8 月 カレード建設工事着工 
2017（平成 29）年 6 月 関係条例の制定及び指定管理者の指定（議会議決） 
2017（平成 29）年 7 月 カレード建設工事完了 

2017（平成 29）年 11 月 カレード開館 
カミーノ既存施設解体工事着工 

2018（平成 30）年 2 月 カミーノ建設工事着工 
2019（平成 31）年 3 月 カミーノ建設工事完了 
2019（平成 31）年 4 月 カミーノ開館 

出所：文部科学省「文教施設における多様な PPP/PFI 事業等促進セミナー」第 2 回における野々市市説

明資料を基に作成 
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④施設詳細 
ア 公共棟 

公共棟には公民館と市民活動センターの 2 つの公共施設が入居してい

る。これらの施設の管理者は市の異なる部署であるが、1 階部分は公民館

と市民活動センターの諸室が混在しており、利用者は両施設の境界をあ

まり意識せず目的に応じて利用可能なつくりとなっている。また、利用

時間が 9-22 時と長く、幅広い市民が利用可能な施設となっている。 
中央・野々市 

公民館 
開館時間 9:00～22:00 
休館日 月曜日、祝日、年末年始 

諸室構成 【1 階】 
 ホール（252 ㎡） 
 視聴覚室（89 ㎡） 
【2 階】 
 実習室 1・2（69 ㎡×2） 
 調理室（73 ㎡） 
 和室 1・2（30 ㎡、36 ㎡） 
【3 階】 
 学習室 1・2・3（59 ㎡、19 ㎡、13 ㎡） 
 研修室（73 ㎡） 
 多目的室 1・2（61 ㎡、139 ㎡） 

使用料 
（1 時間あたり） 

 ホール：全室 3,000 円、1/2 使用 1,500 円 
 視聴覚室：1,800 円 
 実習室 1・2：1,000 円 
 調理室：2,000 円 
 和室 1：300 円、和室 2：400 円 
 学習室 1：900 円、学習室 2：400 円、 

学習室 3：300 円 
 研修室：1,000 円 
 多目的室 1：1,300 円、多目的室 2：2,600

円 
運営 直営（教育文化部 生涯学習課） 

野々市 
市民活動 
センター 

利用時間 9:00～22:00 
休館日 月曜日、祝日、年末年始 

諸室構成 【1 階】 
 市民活動ルーム（58 ㎡） 
 印刷室 
 市民活動ミーティングスペース（56 ㎡） 
 市民活動交流サロン（136 ㎡） 
※市民活動ルームの予約、ロッカー・レタート

レー・印刷室の利用は登録団体のみ 
利用料金 無料 

運営 直営（企画振興部 市民協働課） 
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【図表】館内図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：中央・野々市公民館 館内案内 
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【図表】施設写真 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：中央・野々市公民館 館内案内 

 

イ 民間棟 
PFI 事業における付帯事業として、商業施設「1 の 1 NONOICHI」が

整備運営されている。施設のプロデュース及び運営は、野々市市観光物

産協会とともに、地元でカフェ事業等を展開する「おまめ舎」が担って

おり、「学校」をコンセプトとしたユニークな施設となっている。人口 5
万人余りの都市において、独立採算による整備運営を行う計画となって

いる。 
施設はカフェレストラン、シェアキッチン、観光物産コーナー、シェ

アオフィス等から構成されている。シェアキッチンは、飲食店や食品製

造販売を志す人が試験的に営業するための場として活用されている。ま

た、公共棟のフリーゾーンを活用したコワーキング会員制度も用意され

ており、会員になると専用メールボックスやロッカーが使用できるほ
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か、オフィス所在地としての住所登記も可能となっている。なお、野々

市市観光物産協会もテナントとして入居しており、独立採算の実現にあ

たっては、こうした公的団体のテナント入居における安定的な収入の実

現が重要なポイントと考えられる。 
営業時間 9:00～20:00 

 ドリンク・物産コーナー 9:00～18:00 
 1 の 1 食堂 11:00～20:00 
 シェアキッチン 10:00～16:00 

休館日 月曜日（祝日の場合は営業） 
施設構成  ドリンク・物産コーナー 

 1 の 1 食堂 
 シェアキッチン 
 野々市市観光物産協会事務局 
 シェアオフィス 

運営 1 の 1NONOICHI 連絡会（野々市市観光物産協会、おまめ

舎） 
 

【図表】施設写真 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：文部科学省「文教施設における多様な PPP/PFI 事業等促進セミナー」第 2 回における野々市市説

明資料、文部科学省「文教施設における多様な PPP/PFI 事業等の事例集」 
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⑤事業スキーム 
「学びの杜ののいちカレード」と「にぎわいの里ののいちカミーノ」の 2

施設を対象とする PFI 事業として実施している。図書館を中心とする「学び

の杜ののいちカレード」は、事業者が施設の整備から運営までを一貫して担

っており、「BTO（Build-Transfer-Operate）方式」に分類される。一方、

公民館を中心とする「にぎわいの里ののいちカミーノ」は、整備後の施設の

公共機能部分を市の直営により運営するため、事業者は施設の整備と維持管

理を担っており、「BTM（Build-Transfer-Maintenance）方式」に分類され

る。 
事業費に目を向けると、いずれの施設も、施設の整備運営対価を事業期間

にわたり市から事業者に支払う「サービス購入型」の事業に分類される。2 施

設の施設整備費は約 85 億円（税込）であり、社会資本整備総合交付金を活用

して、そのうち約 20.4 億円を調達している。また、「学びの杜ののいちカレ

ード」の図書購入費等については、企業版ふるさと納税も活用している。 
また、「にぎわいの里ののいちカミーノ」は公共棟と民間棟から構成され

ており、民間棟は付帯事業として実施されているため、整備運営は事業者の

独立採算で行われている。市が代表企業に対して土地を貸し付け、代表企業

が施設を整備のうえテナント（野々市市観光物産協会等）に賃貸するスキー

ムとなっている。 
 

【図表】事業スキーム図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：文部科学省「文教施設における多様な PPP/PFI 事業等の事例集」 
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（６）公共施設の連鎖的建替及び跡地活用（長崎県諫早市） 

①基本情報 

自治体 名称 長崎県諫早市 
人口 133,312 人（2021（令和 3）年 6 月 1 日現在） 
面積 341.79 ㎢ 

事業概要 対象 
敷地① 

位置等 長崎刑務所跡地の一部 野中町 508-7 外 
面積 約 2.5ha 

都市計画等 第一種住居地域 
建蔽率 60% 容積率 200% 

従前用途 刑務所（既移転） 
従後用途 幼稚園・保育所・子育て支援センター 

対象 
敷地② 

位置等 諫早幼稚園敷地 東小路町 2-33 
面積 約 0.4ha 

都市計画等 第二種住居地域 
建蔽率 60% 容積率 200% 

従前用途 幼稚園 
従後用途 美術・歴史館 

対象 
敷地③ 

位置等 諫早小学校跡地 東小路町 6-33 
面積 約 1.5ha 

都市計画等 商業地域 
建蔽率 80% 容積率 400% 

従前用途 小学校 
従後用途 市庁舎別館・図書館、市庁舎 

対象 
敷地④ 

位置等 諫早市役所敷地 東小路町 7-1 
面積 約 0.8ha 

都市計画等 商業地域 
建蔽率 80% 容積率 400% 

従前用途 市庁舎 
従後用途 広場 
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【図表】事業概要図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：国土交通省 都市・地域整備局 住宅局「土地利用の転換の機会を捉えた都市再生推進手法に関する

検討調査報告書」（平成 20 年 3 月） 
 

②事業の背景・目的 
諫早市中心市街地は、様々な公共公益施設等の都市機能が集積しているに

も関わらず、ドーナツ化現象による空洞化に加え、公共施設の狭隘老朽化等

により、文化を中心とした地域社会における交流・コミュニティ活動の拠点

としての施設整備が急務となっていた。また、当地区は、諫早市総合計画に

おいて、歴史を活かし芸術文化をはぐくむまちプロジェクト、商店街の魅力

再生プロジェクト、市民の広場・諫早公園再生プロジェクトなど計画期間内

の重点プロジェクト地区に位置づけられていた。  
以上の背景を踏まえ、諫早小学校の移転や、刑務所跡地等を活用し、老朽

化・狭隘の公共施設の移転・建替及び新規整備を実施し、中心市街地の活性

化や歩行者ネットワークの充実、芸術文化の拠点形成と水と緑を活かした歴

史文化ゾーンの形成を図ったものである。 
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③事業の経緯・スケジュール 
長崎刑務所跡地及び小学校移転後の敷地を種地として活用し、10 年以上の

期間にわたり、連鎖的建替及び跡地活用を計画的に実施している点が特徴的

である。 
日程 主な内容 

2002（平成 14）～ 
2005（平成 17）年 

旧長崎刑務所跡地（一部：約 2.5ha）の購入（一部が諫早

幼稚園等の移転敷地） 

2006（平成 18）年 
まちづくり交付金地区・新規採択（都市再生整備計画作

成（諫早南部地区）） 
諫早新市庁舎基本設計 

2007（平成 19）年 まちづくり交付金地区・新規採択（都市再生整備計画作

成（諫早中心地区）） 
2007（平成 19）年 10 月 諫早幼稚園・諫早中央保育所・子育て支援センター着工 

2008（平成 20）年 
諫早新市庁舎着工  
諫早幼稚園・諫早中央保育所・子育て支援センター開園  
旧諫早幼稚園解体 

2009（平成 21）年 新市庁舎竣工 

2010（平成 22）年 旧庁舎解体 
旧市庁舎跡地の広場整備着工 

2011（平成 23）年 旧市庁舎跡地の広場整備竣工 
諫早市美術・歴史館設計 

2012（平成 24）年 諫早市美術・歴史館着工 
2013（平成 25）年 諫早市美術・歴史館竣工 

出所：公的不動産の合理的な所有・利用に関する研究会（PRE 研究会）「PRE 戦略を実践するための手

引書（2012.3 改訂版）」、諫早市 HP を基に作成 
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④事業スキーム 
公共施設の移転・建替で生じた跡地を玉突き的に利用することで、公共施

設の連鎖的な建替を実現している。具体的には、小学校跡地に市庁舎別館・

図書館、市庁舎（本庁舎）を移転整備するとともに、市が購入した長崎刑務

所跡地の一部に幼稚園を移転し、保育所・子育て支援センターとの合築によ

り一体的に再整備した。その後、移転した市庁舎は解体され、広場として再

生備され、同じく移転した幼稚園についても解体後、美術・歴史館としての

再整備が行われている。 
なお、財源については、一部事業に国のまちづくり交付金（現在は社会資

本整備総合交付金に統合）を活用し、市の負担軽減を図っている。 
 

【図表】事業スキーム図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※図中の「（仮称）地域交流センター、（仮称）歴史文化館」はその後、「諫早市美術・歴史館」として整備された。 

 
出所：公的不動産の合理的な所有・利用に関する研究会（PRE 研究会）「PRE 戦略を実践するための手

引書（2012.3 改訂版）」 
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３．現地視察 

参考事例調査で調査対象とした事例のうち、特に本事業との親和性が高いと考えら

れる 2 事例について、本業務受託者による現地視察等を実施した。 
 

（１）にぎわいの里ののいちカミーノ（石川県野々市市） 

公民館を中心とした官民複合整備が行われた「にぎわいの里ののいちカミー

ノ」及び野々市中央地区整備事業として一体的に整備運営が実施された「学びの

杜ののいちカレード」について、現地視察を計画した。しかし、実施を予定して

いた 2022（令和 4）年 1 月 28 日（金）時点における新型コロナウイルス感染症

の状況を鑑み、現地視察は中止とし、同事業の PFI 事業者（SPC）の代表企業で

ある大和リース株式会社担当者に対するオンラインでのヒアリングを実施した。 
ヒアリングでは、事業検討の経緯、施設計画上の工夫、民間事業者視点での同

事業に対する取組方針、付帯事業としての民間収益施設の整備運営に関する事項

等、本事業の参考となる情報を得ることができた。なお、ヒアリングの詳細は同

事業や民間事業者の機微な情報が含まれるため非公表とする。 
 
（２）フレスポ桶川（埼玉県桶川市） 

「フレスポ桶川」は、市有地を民間事業者に貸し付け、その上に民間事業者が

公共棟と民間棟を整備し、公共棟を市が借り受け、公民館や図書館等として運営

している事例である。当該事例について、2022（令和 4）年 2 月 9 日（水）に本

業務受託者による現地視察を実施した。 
 前述の事例調査に加えて特筆すべき事項としては、公共棟と民間棟がシームレ

スにつながり、公共棟側の図書館前のオープンスペースと民間棟側のスーパーに

おけるイートインコーナーが一体となって町民の交流や憩いの場として利用され

ている点である。この点が官民複合整備事業のポイントの一つになると考えられ

る。また、民間棟にはほかにも複数の店舗が入居しており、その中に本格的な飲

食店はないものの、スーパーのイートインコーナーが充実していることにより、

住宅街に近い立地にマッチした施設構成になっているものと考えられる。 
 また、敷地内にはコミュニティ農園が置かれており、地域住民が愛着を持てる

ような仕組みづくりの工夫も見られている。 
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【図表】施設写真 
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４．調査から得られた示唆 

調査の結果、参考事例の中でも本事業の特性を踏まえ特に参考になり得る事例とし

て、定期借地権の活用により公共施設と民間収益施設の併設を実現しているフレスポ

桶川（埼玉県桶川市）、社会福祉協議会と事業者の連携により運営独立採算で住民の

健康づくり拠点を創出しているパルプラスオン（鳥取県伯耆町）、公民館を中心とし

た PFI 事業である点や西原町に近い人口規模であるなど本事業との親和性が非常に

高い野々市中央地区整備事業（石川県野々市市）が挙げられる。今後の調査検討にお

いては、適宜これらの事例における施設構成や検討プロセス、事業スキーム等を参考

にしながら進めていく。 
 

【図表】調査結果要約 

調査事例 事例の要点・本事業への示唆 

フレスポ桶川 
（埼玉県桶川市） 

 民間収益機能の成立ポテンシャルが高い立地であれ

ば、定期借地権を設定し、民間主導の開発のテナント

として公共機能が入居する事業スキームにより、PFI
事業よりも柔軟に民間活力導入を図ることが可能 

パルプラスオン 
（鳥取県伯耆町） 

 社会福祉協議会と民間フィットネス事業者のコラボに

より、既存の公共施設を住民の健康づくり拠点に生ま

れ変わらせ、かつ独立採算での運営を実現できる可能

性がある 
横浜市瀬谷区総合庁舎 

及び二ツ橋公園整備事業 
（神奈川県横浜市） 

 民間事業者の提案を上手く引き出すことで、施設を休

止することなく建替を実現し、工期短縮や財政負担軽

減を図ることができる可能性がある 

川西市低炭素型 
複合施設に伴う PFI 事業 

（兵庫県川西市） 

 地元企業の参画を図るためには、地元企業と大手事業

者のマッチングが重要であり、川西市の「事前エント

リー制度」を参考にすることが考えられる 
 整備後の公共施設を事業者自ら利用し、独立採算によ

る事業を行わせることで、財政負担の軽減と賑わい創

出に寄与できる可能性がある 

野々市中央地区整備事業 
（石川県野々市市） 

 公民館を中心とする公共施設の複合化、駐車場の確

保、付帯施設の独立採算による整備運営等、本事業の

検討にあたり参考とすべき要素が多く存在する 
 独立採算での付帯事業を成立させるためには、公的団

体のテナント入居や、クリエイティブな発想を有する

地元企業の参画が重要となる 
公共施設の連鎖的建替 

及び跡地活用 
（長崎県諫早市） 

 公共施設の移転跡地を種地として活用することによ

り、町内の老朽化が進む施設の建替を連鎖的に実現で

きる可能性がある 
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第４章 課題と検討の方向性 
前提条件の整理や参考事例調査の結果を踏まえ、本事業を取り巻く現状及び課題

や、本事業の検討の方向性を整理した。 
 
１．現状及び課題 

（１）施設の老朽化の進行 

中央公民館は 1978（昭和 53）年の施設整備から 40 年以上が経過し、施設の老

朽化が進行している。また、周辺施設では、中央公民館とほぼ同時期に整備され

た社会福祉協議会所有の社会福祉センターや、社会福祉センターの 2 階部分に整

備された西原町シルバー人材センターも老朽化が進んでいる。これらの施設の将

来的なあり方を検討し、方向性を打ち出すことが喫緊の課題となっている。 
 

（２）周辺施設との機能の重複 

中央公民館の周辺には、いいあんべー家、西原町役場（庁舎等複合施設）、西

原町立図書館、西原さわふじマルシェといった町の公共施設が集積しており、更

に社会福祉協議会所有の社会福祉センターや、町が整備した建物を無償貸借によ

り利用している西原町シルバー人材センターが立地している。これら各施設に

は、類似の機能を有する諸室が存在し、町民のサークル活動等の利用目的も重複

している。一方、各施設・諸室の稼働率は低くなっており、町の厳しい財政状況

も踏まえると、機能・諸室の集約化を図っていくことが必要と考えられる。 
 

（３）ハード管理の負担 

中央公民館をはじめとする町の公共施設は、それぞれの所管部門の職員が建

物・設備等のハード管理を担っているが、老朽化の進行や専門性の不足に伴い、

職員の負担感が増している状況であり、これらの負担を軽減し、各所管部門の所

掌業務への注力が可能な環境を整備することが必要と考えられる。なお、同様の

意見は、社会福祉センターの所有者及びいいあんべー家の指定管理者である西原

町社会福祉協議会からも聞かれている。 
 

（４）利用者の固定化・高齢化 

中央公民館を日常的に利用しているのは、サークル活動で利用する高齢者を中

心とした町民である。町民の生涯学習の場として幅広く利用されているとは言い

難く、受益者負担の考え方を再整理するとともに、利用者層の拡大や多世代交流

の促進を目指す必要がある。また、隣接するいいあんべー家の機能訓練室は現

状、40 歳以上の町民等のみが利用できる施設となっているが、この利用対象者の

設定についても、サービス内容と併せて検討していくことが必要と考えられる。 
 

（５）関連事業等との一体的な推進 

対象地の周辺では道路整備事業（シンボルロード）が計画されており、本事業

と並行して今後進められる見込みである。また、対象地は都市計画上の市街化調

整区域に位置していることから、民間収益機能の導入を図る場合には、市街化区

域への編入や地区計画の策定といった都市計画上の手当が必要になると考えられ
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る。これらの事業等は本事業と別の所管となるため、庁内の横断的な検討体制を

構築し、連携を密にしながら一体的に推進していくことが求められる。 
 

２．検討の方向性 

（１）再整備の方向性 

①複数施設の集約化・複合化 
中央公民館のほかにも老朽化が進行している施設があること、中央公民館

とその周辺施設で機能・諸室や利用目的に重複が見られること等を勘案し、

中央公民館の再整備検討を機に他の施設についても集約化・複合化し、一体

的に再整備を行う方向で検討を進める。 
 

②町民の生涯学習と交流の場の創出 

中央公民館はこれまで、町民の生涯学習の場としての役割を担ってきた

が、再整備後も引き続き町民の生涯学習の場としての役割を果たしていくこ

とが必要となる。加えて、これまでよりも多く、かつ幅広く町民に利用され

る交流の場の創出も目指し、他の公共機能や民間収益機能の導入も含めて検

討を進める。 
 

③コンパクトシティ化の推進 

西原町においても今後本格的な人口減少・高齢化の波が到来することを考

慮すると、町民が自家用車だけに頼らず公共交通機関等を利用して日常生活

を不便なく送れる環境整備が重要となる。対象地周辺の公共施設の集積を活

かし、対象地に官民の様々な機能を導入することで、町民の利便性向上や生

活支援につなげ、町のコンパクトシティ化の推進に寄与することを目指して

検討を進める。 
 

（２）再整備対象とする施設 
前述２．（１）①で示した複数施設の集約化・複合化の方針を踏まえ、集約

化・複合化の対象とする施設の検討を実施した。検討対象とした施設は、第２章 
１．で列挙した各施設であり、町有施設を中心に、中央公民館の周辺に立地して

いる施設や老朽化が進んでいる施設を抽出した。 
これらの施設について、施設情報や関係者ヒアリングといった前提条件整理の

結果を踏まえ、集約化・複合化の適否の検討を行った。検討にあたっては、緊急

性（老朽度）、まちづくりの観点、経済性等を基準として評価を行った。その結

果、中央公民館、いいあんべー家、社会福祉センター、西原町シルバー人材セン

ターの 4 施設の機能を集約し、複合施設として再整備する方向で検討を進めてい

くこととした。 
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【図表】再整備対象とする施設の適否検討 

 

現施設 
評価基準 

 
①緊急性 

（老朽度） 
②まちづくりの 

観点 ③経済性 

再整備

対象と

する 

施設 

中央公民館 
○ 

老朽化が進行し緊

急性は高い 

○ 
賑わいや集客が期

待できるが利用者

層に偏り 

△ 
収益性は低いが集

客施設としては期

待 

いいあんべー家 

○ 
比較的築浅だがハ

ード面の不具合が

多く緊急性は高い 

△ 
現状は利用者が多

いとは言えないが

健康づくり拠点と

して磨き上げの余

地あり 

△ 
現状の収益性は低

いが民活導入によ

り収益性を向上さ

せる方向性も考え

られる 

社会福祉センター 
○ 

老朽化が進行し緊

急性は高い 

○ 
賑わいや集客が期

待できるが利用者

層に偏り 

△ 
公民館との機能重

複が多く一体化に

より効率化が期待

できる 
社協の賃料負担能

力は不透明 

西原町シルバー 
人材センター 

○ 
老朽化が進行し緊

急性は高い 

✕ 
町の中心核エリア

に立地する必要性

は低い 

△ 
シルバー人材セン

ターの賃料負担能

力は不透明 

再整備

対象と

しない 

施設 

西原町役場 
（庁舎等複合施設） 

✕ 
近年整備された施

設のため対象外 
－ － 

西原町立図書館 

△ 
整備後 20 年未満

であり緊急性は低

い 

○ 
公民館との相性は

良いが現在も近接

している 

△ 
施設自体は収益を

生まないが強力な

集客施設 

西原さわふじ 
マルシェ 

✕ 
近年整備された施

設のため対象外 
－ － 

西原共同福祉施設 
（西原町商工会） 

△ 
老朽化が一定進行

しているが継続利

用は可能 

○ 
企業利用の取り込

みが期待できる 

✕ 
現施設は自ら所

有、土地無償貸借

のため新たな賃料

負担は困難 

西原町学校給食 
共同調理場 

○ 
老朽化が進行し緊

急性は高い 

✕ 
賑わいや集客には

つながらない 

✕ 
収益を生む施設で

はなく施設や駐車

場にも一定の面積

が必要 
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第５章 参入意向調査 

１．調査概要 

（１）調査の目的 

民間活力の導入検討にあたっては、事業の初期段階から民間事業者の意見を把

握し、計画への反映を図っていくことが重要である。そのため、これまでの業務

を通じて一定程度整理した本事業の現状及び課題や検討の方向性を民間事業者に

示し、民間事業者の意向や要望を把握してその後の検討に反映するため、参入意

向調査を実施した。 
 

（２）調査対象 

設計・施工から維持管理・運営まで、施設のライフサイクルに対し一体的に民

間活力の導入を検討するため、各事業フェーズを主たる事業領域としている民間

事業者を幅広く抽出し、計 17 社を調査対象とした。 
PPP/PFI 事業の検討においては、地域の事業者の参画が極めて重要である。一

方、沖縄県内及び西原町内では全国と比較して PPP/PFI 事業の実績が少ないこと

から、PPP/PFI 事業への参画実績を豊富に有する全国区の企業からの意見を聴取

することも重要と考えられる。そのため、地域バランスについては、地域事業者

と全国区の事業者をバランスよく調査対象として抽出した。 
なお、一部事業者に関しては、沖縄振興開発金融公庫等が代表機関を務める

「沖縄地域 PPP/PFI プラットフォーム」を活用した調査を実施した。また、調査

対象の中には、第９章で詳述する「公民連携研修会」に参加し、参入意向調査へ

の参加を希望した事業者も含まれている。 
 

【図表】参入意向調査対象の業種別事業者数 

業種 事業者数 

建設・不動産 3 

建設 4 

不動産 2 

管理運営 2 

小売 2 

サービス 3 

コンサルティング 1 
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（３）ヒアリング項目 

民間事業者の意見を聴取する内容は、各事業者共通のもののほか、調査先の業

種に応じた項目を設定し、本事業の検討に参考となる意見を多角的に収集できる

よう留意した。 
 

【図表】ヒアリング項目 

ヒアリング項目 
対象業種 

建設 管理運営 サービス 
その他 

本事業への関心 ● ● ● 

対象地のポテンシャル（集客力・収益性等） ● ● ● 

現時点の計画内容に対する意見 ● ● ● 

付帯事業としての民間収益施設の立地可能性 ● ●  

店舗の出店可能性   ● 

事業期間、業務範囲、事業スキーム ● ● ● 

管理運営における付加価値、アイデア等  ●  

参画時の体制、想定される事業パートナー ● ● ● 

エリアマネジメントの推進 ● ● ● 

その他、町への要望や懸念事項等 ● ● ● 
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２．調査結果 

（１）実施日程等 

参入意向調査は、2021（令和 3）年 12 月～2022（令和 4）年 1 月にかけて実施

した。なお、調整の経緯等により、複数事業者に対して同時に実施した例や、同

一の事業者に対して 2 回実施した例が含まれている。 
 

【図表】実施日程等一覧 

事業者（業種） 実施日時 
出席者 

西原町 受託者 

A 社（建設・不動産） 2021（令和 3）年 12 月 8 日（水） ● ● 

B 社（コンサル） 2021（令和 3）年 12 月 8 日（水） ●  

C 社（建設・不動産） 2021（令和 3）年 12 月 8 日（水） 
2022（令和 4）年 1 月 20 日（木） ● ● 

D 社（小売） 2021（令和 3）年 12 月 8 日（水） ● ● 

E 社（不動産） 2021（令和 3）年 12 月 8 日（水） ●  

F 社（不動産） 2021（令和 3）年 12 月 8 日（水） ● ● 

G 社（建設） 2021（令和 3）年 12 月 8 日（水） ●  

H 社（サービス） 2021（令和 3）年 12 月 14 日（火） ● ● 

I 社（サービス） 
2021（令和 3）年 12 月 14 日（火） ● ● 

J 社（サービス） 

K 社（建設） 2021（令和 3）年 12 月 15 日（水） ● ● 

L 社（建設） 2021（令和 3）年 12 月 16 日（木） ● ● 

M 社（管理運営） 2021（令和 3）年 12 月 22 日（水） ● ● 

N 社（管理運営） 2021（令和 3）年 12 月 23 日（木） ● ● 

O 社（小売） 
2021（令和 3）年 12 月 24 日（金） ● ● 

P 社（建設） 

Q 社（建設・不動産） 2022（令和 4）年 1 月 18 日（火） ● ● 
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（２）調査結果概要 

①参画意向 
ア 本事業への関心 

各社ともに本事業への関心は高く、積極的な参画を検討している。一

方で、「西原町の事業者で仕事を回していくことが大切」、「基本的に

は、地域企業が担うべき」という意見も挙がった。 
 

【図表】参画意向 

事業者 地域 
参画

意向 
コメント 

A 社（建設・不動産） 全国 〇 
複合施設の整備・運営を官民連携で検討し

ており、当社のこれまで培ったノウハウを

活かせる 

B 社（コンサル） 地元 〇 コワーキングやその他事業誘致を行いやす

い環境を整備したい 

C 社（建設・不動産） 地元 〇 公共施設の施工実績、PPP/PFI、公有地活

用の実績を活かし、本事業に貢献できる 

D 社（小売） 地元 〇 
県内に複数店舗展開。西原町近隣エリアに

は出店がないため、本事業に関心を持って

いる 

E 社（不動産） 地元 〇 
家族連れの多いきらきらビーチ付近の利用

者を、役場周辺まで引き込めないかと考え

ている 
F 社（不動産） 地元 〇 西原町への進出は前向きに検討したい 

G 社（建設） 地元 〇 当社の強みを活かした提案をしたい 

H 社（サービス） 全国 〇 
自社で手掛けたフィットネス施設とも考え

方が近い部分があり、ノウハウを活かせる

と思う 
I 社（サービス） 地元 〇 今回のの話は大変光栄。社内で出店の可能

性を検討する J 社（サービス） 地元 〇 

K 社（建設） 地元 〇 ”地産地消”の考え方で、西原町の事業者で仕

事を回していくことが大切だと考えている 

L 社（建設） 地元 〇 
建設業者であるが、図面を作り込む前から

事業に参画し、西原町の要望を叶えたいと

思っている 

M 社（管理運営） 全国 〇 沖縄の事業にチャレンジするという社内方

針もあるので、積極的に参入したい 

N 社（管理運営） 全国 △ 基本的には地域企業が担うべきだと思う

が、それが難しい場合は参画を検討する 
O 社（小売） 地元 〇 収益を上げられる具体的なイメージはない

が、参入したい意欲はある P 社（建設） 地元 〇 

Q 社（建設・不動産） 全国 〇 PPP である点、公民館の建替えである点に

興味を持っている 
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イ 担いたい役割、業務範囲 
代表企業や構成企業としての参画希望が 12 社、入居テナントとしての

参画希望が 3 社、その他（SPC 組成に係る支援、民間施設誘致など）の

参画希望が 2 社であった。 
 

【図表】担いたい役割や業務範囲 
事業者 担いたい役割や業務範囲 

A 社（建設・不動産） 
代表企業として、資金調達と事業のトータルマネジメン

トを行う。設計、建設、維持管理、運営まで県内外の企

業と協業することを想定 

B 社（コンサル） SPC 組成に係る支援など、総合的な支援機関としての業

務を想定 

C 社（建設・不動産） 
SPC 代表企業もしくは構成企業として、プロジェクトマ

ネジメント業務、建設施工業務を担う想定。維持管理も

必要であれば、県内企業も参画させた SPC を組成する 
D 社（小売） 複合施設内の入居テナントとして参画を希望 

E 社（不動産） 商業施設などの店舗開発を専門としており、民間施設の

誘致などに携わることを想定 

F 社（不動産） 
代表企業としての参画を希望。当社が建物を所有する場

合は賃貸事業、SPC 組成する場合は建設工事、維持管理

の業務範囲を想定 
G 社（建設） 企画、設計、建築の業務範囲を想定 

H 社（サービス） 指定管理、PFI や DBO の構成企業など、いずれのパター

ンも検討可能 
I 社（サービス） 

複合施設の入居テナントとして出店を想定 
J 社（サービス） 

K 社（建設） 建設施工を想定。当社で管理運営は行えないが、必要で

あればパートナー企業と連携し、管理運営も対応する 

L 社（建設） 建設部分の関与を想定。必要であれば管理運営会社と連

携し、管理運営も対応する 

M 社（管理運営） PFI 事業の実績は多数あり。企画段階から積極的に携わ

りたい 

N 社（管理運営） どのような機能（ジム、公民館、ホール等）でも管理を

一本化できるのが当社の強み 
O 社（小売） 設計施工を担う想定。グループ会社と連携し、管理運営

まで担うことができる P 社（建設） 

Q 社（建設・不動産） 設計施工、維持管理業務を想定。民間で管理運営を一体

的に行うには、行政側の部門間連携体制が重要 
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＜主な意見＞ 
 西原町は約 3.5万人の人口が集まっており、2040年頃まで人口が伸び続けることを鑑

みるとポテンシャルは高い 
 都市マスで中心核になっている地域なので、種地としてはポテンシャルが高い 
 西原町内のビジネス拠点となりうる環境が整っている。西原町から他市町村へビジネ

スの発信ができるような活用を検討してほしい 
 家族連れの多いきらきらビーチ付近の人たちを、役場周辺まで引き込めないか。シン

ボルロードからビーチまでの道路が整備されれば集客も見込めると思う 
 沖縄県東海岸サンライズベルト構想で、マリンタウン MICEエリアを核とした東海岸

の活性化や円滑な交通ネットワークの方向性が示されているため、対象地のポテンシ

ャルは高いと思う 
 商業施設が複数ある坂田交差点周辺と連携できれば、より魅力的なエリアになると思

う 
 民間では収益確保が難しい立地という印象。特に物販に関しては成り立つ可能性が低

いとみる会社は多い。コト消費（学習塾や携帯ショップなど）は成り立つ可能性はあ

ると思う 
 交通量や商圏の調査が必要だが、さわふじマルシェや庁舎辺りと比べると集客力は劣

ると思う 

②立地について 
ア 立地のポテンシャル 

てだこ浦西駅の整備、西原西地区区画整理事業、道路整備事業、大型

MICE 施設の計画などにより、西原町全体としてのポテンシャルが上が

ってきているとの意見が多数あった。さらに、対象地周辺は役場、図書

館、西原さわふじマルシェなどが集積した町の中心核であることから、

人を呼び込むポテンシャルは高いととらえられている。一方で、対象地

と周辺道路の高低差が、商業機能を誘致する上でのハードルになってい

るとの声も挙がっている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
イ 都市計画上の制約 

市街化調整区域であることから、民間事業者による開発のハードルが

高いと感じている事業者が多く、市街化編入や地区計画の策定などを求

める声が多数あった。一方で、公共と親和性の高い施設であれば、市街

化調整区域でも整備可能との意見もあった。 
 

 
  

＜主な意見＞ 
 計画道路など周辺環境の整備や町の上位計画も踏まえ、事業の骨子をまとめてほし

い。町が示す方針の中で、民間ノウハウを活かした自由提案を検討したい 
 地区計画の調整に時間を要するため、想定スケジュールより事業開始は遅れると思う 
 役場周辺エリアの用途等について、町と意見交換をしたい。商業施設を誘致できる用

途になれば、計画の可能性が広がると思う 
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③事業計画について 
ア 公共機能の規模・構成 

公共施設の規模として 2,800 ㎡程度の規模感が妥当との意見がある一

方で、大手企業が参入するには規模が小さく、周辺の公共施設を含めた

一体管理などの提案もあった。また、「公民館」の位置付けを外した方

が柔軟な事業運営ができるとの意見もあった。公共機能としては、子育

て支援施設の導入を勧める意見が多数あった。 
 

 
 

  

＜主な意見＞ 
 公共施設として必要な機能は網羅しており、規模も適切 
 3,000 ㎡程度だと規模が小さく参入が難しい。単体の建物で 10,000 ㎡以上の規模が、

参入のラインと考えている 
 生涯学習という方針を考えると、若年層へのサービスや人口減少・高齢化が進む

2045 年以降も見込んだサービス提供を見据えて、施設規模や事業期間を固めていく

必要がある 
 給食センターは再編対象外だが、もう少し視野を広げて考えられると、配食や配膳な

ど給食以外のニーズに応えられる事業性のある給食センターが実現できると思う 
 SPC 組成をする場合、通常は 30 億円以上の事業規模をイメージしているが、利回り

や土地の利便性を考慮すると、10 億円以下の事業規模でも参入できる 
 中央公民館の再整備ありきではなく、既存施設への機能統廃合も含めて検討をした方

がよいのではないか 
 子育て支援施設が入る可能性はある。他地域の同種・類似の事業でも組み込まれるケ

ースが多い。多世代交流や移住促進の後押しにもなる 
 集約を検討している 3 施設の集約化だけでは、利用者が高齢者に偏ってしまう。ファ

ミリー層を呼ぶ観点から、子育て支援施設があると良い。大屋根広場など屋外でも遊

べるような施設が良いと思う 
 キーワードとして「子育て」「現役世代応援」を入れると良い。当社の事例でも、日

中は高齢者、夜は現役世代がフィットネスジムを多く利用している施設がある 
 健診センターを公民館に併設するのもひとつの手。熊谷市の実施方針公表段階の

DBO 事業では、児童館、子育て支援、健診センター、放課後児童クラブ、児童公園

がパッケージになっている 
 現施設の稼働率は高くないので、可変性があって多様な活用ができる施設を整備した

方が良いのではないか。町民だけでなく、町外からも様々な人が集まってくる機能が

必要だと思う 
 シェアードワークプレイス「howlive」では、大型商業施設内など県内に複数のシェ

アオフィスを出店している。このような事例も参考に、リモートワークへの対応も視

野に入れてはどうか 
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イ 民間機能の規模・構成 
民間機能の導入可能性に関する見解は様々であった。機能としては、

子育て支援施設、住宅（アパート、高齢者住宅）、フィットネスジム、

カフェ、スーパー、コンビニ、コワーキングスペースなどが意見として

挙がった。 

 
 

  

＜主な意見＞ 
 フィットネスを整備する場合、トレーニングジムと多目的スタジオは必須。加えて温

浴施設があると利用の幅は広がるが、プールは大きな面積が必要なのであまり現実的

ではない。ジム部分は 110 坪以上で運営した方が利益は見込めるが、公的な補助があ

ればもう少し小さな規模でも検討できる 
 金融機関の出店には駐車場が必須であり、駐車場を含めて 150 ㎡程度の敷地面積が必

要 
 生涯学習や福祉に関連する施設として、老健施設、こども園などが主体になるイメー

ジ。新しい世代の利用者を取り込むアイデアとして、e スポーツなどもあり得る 
 道路整備事業完了後も多くの交通量を捌ける道路にはならないことから、飲食や物販

などはあまりイメージできない 
 コワーキングスペースや飲食店が複合化されている施設をイメージしている。フィッ

トネスジムや屋内遊戯施設、子育て支援に資する施設などもあり得る 
 スーパーマーケット（入居想定面積 400 坪程度）を入居テナント候補としている。コ

ンビニやドラッグストアの入居もあり得る 
 近年、統廃合を進めている関係もあり、金融機関の出店可能性もあると思う 
 公共施設との親和性の高い民間施設（オフィスや学童保育・クリニック・カフェ・学

習塾・スポーツジム）をイメージしている 
 高齢化やコンパクトシティ化の観点から、シニア向けマンションが良いのではない

か。マンション下層に子育て支援施設を入れることも考えられる。温浴施設や会員制

スポーツクラブなども可能性はあると思う 
 サウナなど温浴施設を入れれば、広域からの集客が見込めるのではないか。県内のホ

テルでも最近サウナが増えている 
 県内で 24 時間営業のフィットネスジムが増えている。サービスの質を高めれば、需

要があると思う 
 小売、レストラン、オフィスなどは収益が見込めないと思う。住居系であれば需要が

あるのではないか 
 沖縄県内の某公民館では、平日利用者の大半が元気な高齢の女性であり、喫茶やカフ

ェがほしいと声が上がっている。子供や孫が一緒に来て遊べる場所も必要だと考えて

いる 
 商業（コンビニ、スーパーなど）の事業性を考えると、部分的に GL（建物を建てる

際の基準となる地面の高さ）をシンボルロード側に合わせて、フラットにアクセスで

きるようにする必要がある 
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ウ 整備・運営期間 
整備期間に関しては、設計で 1～2 年程度、解体工事で 2～6 か月程

度、建築工事で 1～3 年程度と、具体的な計画が無い状況のため想定期間

にばらつきがあった。また、建物のグレードや配置、埋蔵物、アスベス

ト等が整備期間に影響するとの意見が挙がっている。運営期間に関する

見解は様々であったが、民間の投資回収期間や大規模修繕の時期を考慮

して運営期間を設定すべきとの意見が挙がっている。 

 
 

エ 事業パートナー 
県内、町内の地元企業を積極的に活用すべきという意見がある一方

で、アイデアや情報の提供に関しては、県外企業との連携も必要との意

見があった。また、西原町や社会福祉協議会との連携を求める意見も挙

がった。 

 

＜主な意見＞ 
｟整備期間｠ 
 建物の配置によって、解体や仮設の必要性が変わってくる。埋蔵物やアスベスト

等が発見された場合、長期化する可能性がある。建物の配置やグレードも工事期

間に影響する 
 地上部分は先行解体、基礎は新築と一括工事にするケースが多い。新築の配置が

既存建物に重なる場合、埋め戻しの手間が省けるので、一括発注の方が工期、コ

スト共に削減できる 
 最近は鉄骨の納期が 8 ヵ月くらいかかるので、RC の方が工期短縮になる 
 解体期間は擁壁の構造によって大きく異なるため、詳細検討が必要 
｟運営期間｠ 
 当社直営の場合は、20 年でイニシャルコストを回収する設定としている。他の民

間機能と組み合わせることで、採算性を高めていくことも考えられる 
 PFI 等で行政負担ありの場合、運営期間は 10～20 年。民間独立採算の場合、運営

期間は 40～50 年に設定しないとイニシャルコストの回収ができないので非現実的

だと思う 
 大規模修繕のタイミングに事業期間の終期を合わせるのが一般的ではないか。運

営期間が 15～20 年程度となるイメージを持っている 
 BTO 方式を想定した場合、民間収益施設の運営期間は 30～50 年（定期借地）と

することが多い。運営期間を短く設定する場合、投資回収の側面から建物のグレ

ードを落として建設することになる 

＜主な意見＞ 
 建設や運営は、地域のことを理解している地元企業の方が実施しやすいと思う。一方

で、情報やアイデアの提供に関しては、県外企業との連携も必要だと思う 
 西原町、西原町内企業との連携は必須だと思う。公民連携の意見交換会を定期的に開

催してほしい 
 社会福祉協議会と連携することで、より先進的な取組ができると思う。公募時の社会

福祉協議会の位置付けも重要になってくる 
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④事業スキームについて 
ア 整備・運営手法 

PFI（BTO）方式、DBO 方式が適切と考えている事業者が多い一方、

PFI 方式を採用した際の SPC 組成に係る手間や資金調達などを負担に感

じるという意見も多数あった。また、リース方式や運営事業者先行

（EOI、サービスプロバイダー）方式、複数施設の包括管理委託なども

検討すべき手法として意見が挙がった。 
 

 

イ 事業範囲（既存建物の解体、擁壁改修） 
既存建物の解体、擁壁改修も事業範囲に含んだ方が、周辺道路整備事

業等との調整の円滑化や効率化、施工コストの縮減が図れるとの意見が

多数あった。 

 
 

  

＜主な意見＞ 
 PFI 方式、DBO 方式、指定管理のいずれも検討可能。ソフト面を重視するのであれ

ば、運営事業者先行（EOI、サービスプロバイダー）方式も検討に加えてもらいたい 
 PFI 事業としては小規模であるが、民間としては投資しやすい規模である。DBO 方

式は行政側の財政負担が重くなるのではと懸念する 
 PFI 方式は民間側として少し抵抗感があるため、「PFI 法に準じた手法」も検討をし

てもらえると参画しやすい 
 民間側の負担を考えると、DBO 方式が望ましい。DBO 方式であれば、従来の一括払

いではなく、出来高払いについても行政側には検討してもらいたい。PFI 方式であれ

ば、民間側の資金調達金利負担分を考慮した予算確保を検討してもらいたい 
 リース方式で体育館を直営した実績がある。リース方式も検討に加えてはどうか 
 当社としては ECI 方式（Early Contractor Involvement：設計段階から施工者のノウ

ハウを反映する方式）に強みを持っており、建設コストの縮減、工期短縮を図れると

思う 

＜主な意見＞ 
 進入路が変わるので、配置計画と合わせて擁壁改修を検討する必要がある 
 建物工事の振動等で、既存擁壁の構造に影響が出る可能性がある。建物と一緒に擁壁

改修も行うべき。分割発注ではなく公民館再整備と一括発注にした方がコスト縮減に

なる 
 建物と擁壁の位置が隣接していれば、一括発注で建物と一緒に工事をすることが望ま

しい。公共事業としてより多くの企業を関与させる必要があれば、分離発注でも良い

と思う 
 擁壁は施設計画にも影響するため事業範囲に含んだ方が良い。道路整備側、公民館整

備側のいずれか予算に余裕がある方で費用負担をするということも一つの考え方だと

思う 
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⑤エリアマネジメントについて 
ア 周辺公共施設との回遊性向上や連携促進 

町有施設の包括管理委託、周遊バスの運行、清掃活動や自治体と連携

したイベント開催などの意見が挙がった。 
 

 
 

⑥その他 
ア 本事業における留意点や行政への要望事項等 

本事業の実施体制、地元企業の活用、近隣市町村との連携など、様々

な意見や要望が挙がった。 
 

 
  

＜その他の主な意見＞ 
 西原さわふじマルシェ、町役場、公民館の連携がポイントだと思う 
 体育館など町内の類似施設は、同じ指定管理者で一体運営した方が、サービスレベル

の統一ができ利用者の利便性が向上する 
 ハード面では、駐車場と道路整備が重要。ソフト面では、中心核、文教エリア、マリ

ンタウンエリア、てだこ浦西駅周辺を繋げる周遊バスの運行が考えられる 
 某市で複数の公共施設に係る包括施設管理業務を受託している。行政側の事務負担、

人材不足を民間でカバーする必要があれば、ノウハウを活かして参入したいと思う 
 清掃活動や自治体と連携したイベント活動は、全国的な当社の取組みとして行ってい

る。そのため公民館や社協と連携したイベントの開催等はできると思う 

＜その他の主な意見＞ 
 町として本事業の目的や必要機能などを見定めたうえで、事業構想を検討すべき 
 商工会との連携が弱いので、もったいないと感じている。横断的な体制で事業に取り

組んでほしい 
 地元企業を積極的に活用してほしい。地元企業で 100％担えることが望ましいが、技

術面での現実性や事業内容も鑑みて検討する必要があると思う 
 西原町には広域行政の中心的立場になってもらいたいと期待している。近隣市町村で

同様の施設を保有しているため、給食センターなどは広域的に運営することを検討し

てもよいと思う 
 町として「文教のまち」をコンセプトにしているのであれば、教育・文化をもっと発

展させられる施設を期待したい 
 対象地周辺は渋滞が発生しやすいので、工事期間中から交通整理など渋滞対策を行う

必要がある。商業施設を入れる場合、開業後の交通渋滞が深刻化する恐れもある 
 本事業は、住民の意向への配慮も必要な事業であるため、丁寧に進めるべきだと思う 
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（３）検討への反映方針 

①導入機能 
 多世代の利用を促進するためには子育て支援系の機能を導入することが必

要との意見が複数の事業者から聞かれた。 
 こうした意見を受け、本事業で再整備する施設に集約可能性のある町の子

育て関連公共施設の確認を行ったが、既存施設の整備時期や地域バランス等

を考慮すると、集約可能な施設はないとの結論に至った。そのため、今後の

検討では、2022（令和 4）年度に策定予定の基本計画における再整備施設の

詳細検討と合わせて、民間機能として子育て支援系の機能を誘導するか否か

を決定していく。 
 

②公民館のあり方・位置づけ 
 社会教育法に基づく公民館の位置づけを外し、地方自治法に基づく施設

（コミュニティセンター、生涯学習センター等）とした方が、柔軟に事業運

営が可能との意見が事業者から聞かれた。 
 こうした公民館のあり方や位置づけは、施設の設置目的や使われ方の検討

の結果として決まってくるものと考えられるため、2022（令和 4）年度の基

本計画策定プロセスにおいて、関係者間の議論や町民・利用者の意向把握、

あり方や位置づけの変更による影響の精査等を実施し、決定していく。 
 

③付帯事業 
 付帯事業として民間収益機能を導入する可能性については、事業者により

様々な見解が寄せられたが、実現に前向きな事業者も複数存在した。機能に

関しては、商業機能のほか、子育て支援機能や住宅（アパート、高齢者住宅

等）を挙げる事業者も散見された。 
 こうした事業者の意向を踏まえると、現在は市街化調整区域であり民間収

益機能の導入に制約が生じているが、都市計画上の手当を行い、幅広い民間

の提案を受けられる環境を整備することが必要と考えられる。この点、町の

担当課と調整した結果、市街化編入に向けて調整を進めることが実現可能

性、有効性の観点から望ましいとの結論に至ったため、担当課と連携を図り

ながら、2024（令和 6）年 10 月の都市計画決定・告示を目指して調整を進め

ていく。 
 

④事業スキーム 
 PFI（BTO）方式や DBO 方式が適切との意見が大勢だが、事業規模が小さ

いこともあり、民間資金調達や SPC 組成に係る事業者側の負担感が大きいと

の意見も聞かれた。このほか、リース方式や運営事業者先行方式（EOI 方
式、サービスプロバイダー方式）、包括管理委託と組み合わせた方式の採用

アイデアも出された。 
 事業手法については引き続き PFI（BTO）方式及び DBO 方式を有力候補

として VFM 算定等の検討を進めつつ、2022（令和 4）年度に策定予定の基

本計画内容を踏まえ、他の手法の優位性が認められる場合には検討対象にし

ていくこととする。 
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 また、既存建物の解体や対象地を取り囲む擁壁の改修も事業範囲に含んだ

方が、効率的な事業実施が可能との意見や、西原町役場側や周辺道路との高

低差を解消するため敷地をフラット化すべきといった意見も聞かれている。

これらについては、周辺で実施される道路整備事業との調整の円滑化といっ

た効果も期待できるため、次年度以降に詳細な調査検討を進め、事業範囲を

決定していく。 
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第６章 事業計画案の検討 

参入意向調査で把握した民間事業者の意見を踏まえ、総事業費及び VFM の概算や

民間活力導入可能性の評価の前提となる事業計画案を検討した。 
 
１．施設構成案 

現在の中央公民館、いいあんべー家、社会福祉センター及び西原町シルバー人材セ

ンターの各機能を公共棟として集約化・複合化することを前提に、諸室構成・面積の

初期案を検討した。 
一般利用者向けの機能としては、公民館機能を構成する大ホール、小ホール、会議

室、和室、視聴覚室または音楽室のほか、現在のいいあんべー家の機能を拡張し、よ

り幅広い利用者の利用を見込んだフィットネスジムを想定する。 
このほか執務スペースとして、公民館の事務室、社会福祉協議会及びシルバー人材

センターへの賃貸部分を想定する。 
これらの目的室（諸室）面積に加え、施設の共用部分面積を見込むと、施設の延床

面積は 3,000 ㎡弱となることが想定される。 
 

【図表】公共棟の構成（初期案） 

諸室 規模・数量 備考 

大ホール 500 ㎡×1 ステージ含む 
小ホール 100 ㎡×1  

会議室 50 ㎡×2 
30 ㎡×2  

和室 40 ㎡×1  
視聴覚室または音楽室 80 ㎡×1  

地域包括支援センター 50 ㎡×1 
現在は社会福祉センターの一室を

利用しているが、再編を機に町の

公共施設として整備 

フィットネスジム 360 ㎡×1 現在のいいあんべー家における機

能訓練室の機能拡張を想定 
一般利用面積（A） 1,290 ㎡  

公民館事務室 60 ㎡×1  
社会福祉協議会賃貸部分 210 ㎡×1  

シルバー人材センター賃貸部

分 130 ㎡×1  

執務スペース面積（B） 400 ㎡  
目的室（諸室）面積（C） 1,690 ㎡ A＋B 

共用部分（D） 1,126 ㎡ 有効率 60%と仮定 
C÷60%×40% 

合計（E） 2,816 ㎡ C＋D 
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２．整備パターン 

上記１．に示すような公共棟のみを再整備するパターン（パターン①：公共機能複

合型）のほか、公共機能を中心としつつ一部民間機能を合築するパターン（パターン

②：公共機能中心型）、公共棟のほか付帯事業として民間収益施設を併設するパター

ン（パターン③：民間施設併設型）を想定する。 
いずれのパターンでも、建蔽率・容積率及び駐車場必要台数を考慮してもなお、当

該敷地で整備可能な面積に収まると想定される。 
 

【図表】想定整備パターン 

 

  

パターン①
公共機能複合型

町有地約13,250㎡

駐車場
公共機能

パターン②
公共機能中心型

パターン③
⺠間施設併設型

町有地約13,250㎡

駐車場

公共機能
⺠間機能

町有地約13,250㎡
（定期借地権等部分以外約10,150㎡）

駐車場

公共機能 ⺠間機能
定期借地権等
約3,100㎡
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３．事業スキーム 

公民館を中心とする本事業は、利用料金収入により整備運営コストを賄うことが困

難な事業であると考えられる。そのため、事業手法は PFI（BTO）方式または DBO
方式を採用し、町が事業者にサービス購入料を支払いつつ、利用料金を事業者の収入

とする混合型スキームの採用を前提とした検討を進める。 
なお、参入意向調査で把握した意見には上記のほか、リース方式、運営事業者先行

方式（EOI 方式、サービスプロバイダー方式）及び包括管理委託と組み合わせた事

業方式の可能性に関するものがあった。 
 

【図表】採用が想定される事業スキームの整理 
事業スキーム 特徴 

PFI（BTO） 

 設計施工運営を一括で発注し、民間による資金調達も行う手

法 
 設計施工運営の一気通貫で民間ノウハウを活用可能、民間資

金調達による町の財政負担の平準化が可能といった利点があ

る 
 事業規模が小さい場合は資金調達や SPC 組成に係る民間側の

負担が大きい、民間資金を活用する場合は起債に比べ調達金

利が高い、PFI 法に基づく手続が必要といった点に留意が必

要 
 本事業における有力な候補となるスキーム 

DBO 

 設計施工運営を一括で発注するが、資金調達は公共が担う手

法 
 設計施工運営の一気通貫で民間ノウハウを活用可能、公共起

債のため PFI（民間資金）に比べ調達金利が低い、PFI 法に

基づく手続が不要といった利点がある 
 民間資金による財政負担の平準化効果が得られない、事業規

模が小さい場合は SPC 組成に係る民間側の負担が大きいとい

った点に留意が必要 
 本事業における有力な候補となるスキーム 

リース方式 

 事業者が整備した施設を公共が利用する手法であり、一般的

な公共調達に比べ簡素な建物を短期で整備するケースが多い 
 耐用年数が短い分整備費が縮減可能、供用開始まで比較的短

期かつ手続が簡素、財政負担の平準化が可能、民間収益施設

の併設がしやすい、将来的な事業を見据えた施設整備が可能

といった利点がある 
 施設の耐用年数が短い、参画可能な事業者が限定的、減価償

却費や固定資産税等の負担分のコストが増える、民間事業と

なるため補助金が使えない可能性が高いといった点に留意が

必要 
 将来的な他の公共施設等との一体整備を見込み、つなぎ的に

耐用年数の短い施設を安価に整備する必要が生じた場合には

有力な候補となりうるスキーム 
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運営事業者 
先行方式1 

 設計施工に先立ち施設運営を担う事業者を選定する手法 
 運営者の視点を設計施工に反映できるため、運営の比重が大

きい施設の整備に有効 
 運営者との関係性等により設計施工事業者の参画が限定的に

なるおそれがある、検討期間における運営者への委託料が別

途発生するといった点に留意が必要 
 本事業への適用にあたっては、管理運営に高度なノウハウを

要する機能の導入有無が判断のポイントとなる 

包括管理委託 

 複数の施設、業務内容を包括的に委託する手法 
 維持管理水準の向上や維持管理コストの低減が期待できる、

本事業との一体導入で事業規模が大きくなり事業者の参画意

欲向上が期待できるといった利点がある 
 仕様の標準化や公会計の仕組み整理など行政側の準備に係る

負荷が大きく通常は試行期間が必要、対象施設の状況によっ

ては必ずしも維持管理水準やコストの効果が発揮されないと

いった点に留意が必要 
 対象地周辺に公共施設が集積する本事業の特性に合う一方、

一定の試行期間が必要と考えられ、本事業のスケジュールに

合致しない可能性がある 
 

  

 
1 EOI（Early Operator Involvement）方式またはサービスプロバイダー方式とも呼ばれることがある。 
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４．官民リスク分担の検討 

（１）類似事例におけるリスク分担 

本事業の検討は初期段階であるため、類似施設等の事例を参考に検討のたたき

台を作成し、次年度以降の本格的な検討の進展に合わせて本事業の特性等を加味

したリスク分担の検討を行うことが妥当と考えられる。そのため、他地域におけ

る公民館等を含む PFI 事業または DBO 事業のリスク分担事例を分析した。 
事例は、第３章 参考事例調査でも取り上げた、PFI（BTO）方式による事業で

ある「横浜市瀬谷区総合庁舎及び二ツ橋公園整備事業」及び「川西市低炭素型複

合施設に伴う PFI 事業」のほか、DBO 方式による事業である「ふじみ野市文化

施設整備事業」を取り上げている。 
他事例の分析の結果、事業段階で共通のリスクについては、事例間でもリスク

の種類や分担の考え方に一定の共通性が見られる一方、特に維持管理・運営段階

におけるリスク分担については、リスクの種類や分担の考え方に差が見られるこ

とから、それぞれの事業内容に応じて適切なリスク分担を行っていることが見て

とれる。 
 

【図表】官民リスク分担検討の参考事例 
事例（自治体） 事業方式 整備施設 

横浜市瀬谷区総合庁舎及び 
二ツ橋公園整備事業 
（神奈川県横浜市） 

PFI（BTO）方式 

 区庁舎 
 公会堂 
 駐車場 
 公園 等 

川西市低炭素型複合施設 
に伴う PFI 事業 
（兵庫県川西市） 

PFI（BTO）方式 
 公民館 
 子育て支援施設 
 ホール 等 

ふじみ野市文化施設整備事業

（埼玉県ふじみ野市） 

DBO 方式 
※O 部分に運営は含ま

ず維持管理のみ 

 公民館 
 コミュニティセンター 
 ホール 等 
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【図表】参考事例における官民リスク分担2 
   ①横浜市

PFI 
②川西市

PFI 
③ふじみ野

市 DBO 
備考 

リスクの種類 
負担者 負担者 負担者 

市 事業

者 市 事業

者 市 事業

者 

共通 

契約リスク ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

帰責事由に応じて負担

者を決めるケース、両

者の費用をそれぞれ負

担するケースあり 

応募（費用）リスク 
入札参加リスク   ○   ○   ○   

募集（書類）リスク 
提供した情報リスク 
入札説明書リスク 

○   ○   ○     

事業計画リスク 
政策変更リスク ○       ○   

公共が負担するケー

ス、帰責事由に応じて

負担者を決めるケース

あり 

制度変更

リスク 

法制度変更

リスク ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

事業に直接影響を与え

る変更は公共が負担

し、それ以外は事業者

が負担 
消費税変更

リスク ○   ○         

税制変更

（税制度）

リスク 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

事業に直接影響を与え

る変更は公共が負担

し、それ以外は事業者

が負担するケース、法

人の利益に関する変更

（法人税率等）は事業

者が負担し、それ以外

は公共が負担するケー

スあり 

許認可（遅

延）リスク ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

帰責事由に応じて負担

者を決めるケース、双

方が取得すべき許認可

のリスクをそれぞれ負

担するケースあり 

議会（議

決）リスク ○ ○ ○ ○     

両者の費用をそれぞれ

負担するケース、帰責

事由に応じて負担者を

決めるケースあり 

社会 
リスク 

住民（問

題・対応）

リスク 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

事業の実施そのものや

行政サービスに関する

ことは公共負担、それ

 
2 各事例間で共通または類似する内容を集約している部分があり、必ずしも各事例のリスク分担をそのまま示している

ものではない点に留意が必要である。 
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以外（工事・運営等）

に関することは事業者 

環境（問

題）リスク ○ ○ ○ ○   ○ 

事業者が負担するケー

ス、帰責事由に応じて

負担者を決めるケース

あり 
第三者賠償

リスク ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
帰責事由により負担者

を決定 

債務不履行リスク ○ ○ ○ ○     
帰責事由により負担者

を決定 
安全確保リスク   ○           

保険リスク   ○           

金利リスク ○ ○ ○ ○     
基準金利確定前後で負

担者を決定 

物価（変動）リスク     ○ ○ ○ △ 
一定額は事業者、それ

以上は公共 

資金調達リスク   ○ ○ ○     

公共が資金を確保でき

ないことによる支払不

能リスクは公共負担 
補助金等変動リスク       ○       

構成員リスク   ○           

不可抗力リスク ○ △ ○ △ ○ △ 
一定額は事業者、それ

以上は公共 
事業中止・延期・遅延

リスク         ○ ○ 
帰責事由により負担者

を決定 
談合等リスク       ○       
性能リスク           ○   

調査・ 
設計・ 
建設段階 

用地 
リスク 

用地（確

保）リスク ○ ○   ○     
資材置き場の確保は事

業者負担 
土地（用

地）の瑕疵

リスク 
        ○ ○ 

市が提示した情報に基

づき合理的に想定でき

る範囲は事業者負担 
利用予定者からの 
意見徴集リスク ○             

測量・調査リスク 
計画・設計リスク ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

どちらが実施した内容

かにより負担者を決定 
設計遅延・ 

設計費の増大リスク         ○ ○ 
帰責事由により負担者

を決定 

設計（変更）リスク ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
帰責事由により負担者

を決定 

環境汚染物質リスク ○           
アスベストを想定した

項目 

建設 
リスク 

工事遅延

（・未完

成）リスク 
○ ○     ○ ○ 

帰責事由により負担者

を決定 

施工監理 
リスク   ○           

工事費増減

（増大・変

更）リスク 
    ○ ○ ○ ○ 

帰責事由により負担者

を決定 



 

123 

 

建設中の 
物価リスク   ○          

性能（要求

水準未達）

リスク 
  ○   ○       

要求水準 
変更リスク     ○         

引渡前損害

（施設損

傷）リスク 
  ○   ○       

施設瑕疵 
担保リスク       ○       

維持管理・

運営段階 

（事業開始）遅延 
リスク ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

帰責事由により負担者

を決定 
備品等納品遅延リスク   ○           

支払遅延リスク               
性能（要求水準未達）

リスク       ○       

要求水準変更リスク     ○         
維持管理運営の要求 
水準不適合リスク   ○           

要求水準不適合による

損害リスク   ○           

維持管理コスト 
（維持管理・運営費の

変動）リスク 
維持管理費増大リスク 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 

帰責事由により負担者

を決定するケース、市

の指示によるものか否

かによって負担者を決

定するケースあり 
維持管理・ 

運営内容変更リスク 
業務内容変更リスク 

○       ○ ○ 
帰責事由により負担者

を決定 

維持管理・運営期間中

の物価変動リスク ○ △         
一定額は事業者、それ

以上は公共負担 
施設使用料負担リスク   ○           

光熱水費リスク ○ ○         
業務範囲に応じて施設

毎に分担 
エネルギー使用量 

リスク     ○ ○     
事業者の不備によるか

否かで分担 

需要リスク ○ ○   ○     

業務範囲に応じて施設

毎に分担するケース、

すべて事業者負担とす

るケースあり 

施設損傷リスク ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
帰責事由により負担者

を決定 

什器備品管理リスク ○ ○     ○ ○ 

帰責事由や什器備品の

設置者により負担者を

決定 

什器備品更新リスク ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

帰責事由や什器備品の

設置者により負担者を

決定 
技術革新リスク ○             
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情報システムリスク     ○ ○     

双方のシステムに関す

る故障、陳腐化等のリ

スクを負担 

情報流出リスク     ○ ○     
帰責事由により負担者

を決定 

警備（盗難）リスク ○ ○ ○ ○     

帰責事由により負担者

を決定するケース、事

業者の不備の有無に応

じて負担者を決定する

ケースあり 

施設の瑕疵リスク ○ ○     ○ ○ 

事業者の負担としてい

るケース、瑕疵担保期

間内外に応じて負担者

を決定するケースあり 

利用者トラブルリスク     ○ ○     
苦情・トラブル等の内

容による 
利用者事故リスク   ○           
大規模修繕リスク ○             

計画修繕リスク ○ ○         
帰責事由により負担者

を決定 

修繕・改修リスク     ○ ○     
帰責事由により負担者

を決定 
災害時運営中断リスク     ○         
事業者提案事業実施 

リスク       ○       

事業終了時 

事業終了時の 
移管手続リスク 
終了手続リスク 

  ○   ○       

事業終了時の施設状態

（健全性）リスク   ○   ○       
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（２）本事業における官民リスク分担案 

参考事例における官民リスク分担の分析結果を基に、本事業における官民リス

ク分担の案を作成した。なお、あくまで事業検討の初期段階における標準的な案

であり、今後の詳細検討に応じて修正を図っていく必要があることに留意が必要

である。 
 

【図表】官民リスク分担案 

リスクの種類 説明 
負担者 

備考 
西原町 事業者 

共通 

事業計画リスク 町の政策変更による事業の変

更・中断・中止等 ○     

募集書類リスク 入札説明書等の誤り・内容の変

更によるもの ○     

許認可リスク 

町の事由による許認可等取得遅

延 ○     

上記以外の事由による許認可等

取得遅延   ○   

法制度変更リスク 

本事業に特別に影響を及ぼす法

制度の新設・変更に関するもの ○     

上記以外で、本事業のみならず

広く一般的に適用される法制度

の新設・変更に関するもの 
  ○   

税制変更リスク 

事業者の利益に課される税制度

の新設・変更に関するもの   ○   

上記以外の税制度の新設・変更

に関するもの ○     

住民対応リスク 

本事業の実施に関する住民の反

対運動・訴訟等 ○     

上記以外に関する住民の反対運

動・訴訟等   ○   

環境リスク 
事業者が行う業務に起因する有

害物質の排出・漏洩や騒音・振

動・光・臭気に関するもの 
  ○   

第三者賠償リスク 

事業者の責めによる事業期間中

の事故によるもの   ○   

町の責めによる事業期間中の事

故によるもの ○     

金利リスク 

基準金利確定前の金利変動によ

るもの ○   
DBO の場合

は対象外 基準金利確定後の金利変動によ

るもの  ○ 

資金調達リスク 事業者の資金調達に関するもの   ○ 
DBO の場合

は対象外 

物価リスク 
物価変動によって生じた追加費

用のうち一定の額   ○   

上記を超える額 ○     

債務不履行リスク 
事業者の帰責事由（事業破綻、

事業放棄等）による事業の中

止・延期 
  ○   
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町の帰責事由（町の債務不履

行、支払遅延・不能等）による

事業の中止・延期 
○     

不可抗力リスク 

戦争、暴動、自然災害等によ

る、本事業の事業計画・内容の

変更、事業の延期・中止等によ

って生じた追加費用のうち一定

の額 

  ○   

上記を超える額 ○     
応募費用リスク 応募に係る費用負担   ○   

契約リスク 

町の帰責事由による契約の未締

結 ○     

事業者の帰責事由による契約の

未締結   ○   

議会議決リスク 

事業実施に係る議会の議決が得

られない場合に、それまでに事

業者に発生した費用 
  ○   

事業実施に係る議会の議決が得

られない場合に、それまでに町

に発生した費用 
○     

性能リスク 要求水準未達・不適合によるも

の（施工不良を含む）   ○   

調査・ 

設計・ 

建設段階 

土地の瑕疵リスク 遺跡、土壌汚染、地中障害物に

よるもの ○     

測量・調査リスク 

町が実施した測量・調査に関す

るもの ○     

事業者が実施した測量・調査に

関するもの   ○   

設計リスク 

町の事由による設計等の完了遅

延・設計費の増大 ○     

上記以外の事由による設計等の

完了遅延・設計費の増大   ○   

環境汚染物質リスク 
解体に伴う、想定外のアスベス

トや PCB など環境汚染物質の発

見・対応に関するもの  
○     

工事遅延リスク 
町の事由による工事の遅延 ○     
上記以外の事由による工事の遅

延   ○   

施工監理リスク 工事の監理に関するもの   ○   

工事費増大リスク 
町の事由による工事費の増大 ○     

  
上記以外の事由による工事費の

増大   ○   

維持管理・ 

運営段階 

事業開始遅延リスク 
町の事由による事業開始の遅延 ○     
上記以外の事由による事業開始

の遅延   ○   

維持管理費増大 
リスク 

町の事由による維持管理費の増

大 ○     

上記以外の事由による維持管理

費の増大   ○   

業務内容変更リスク 
町の事由による業務内容変更 ○     
上記以外の事由による業務内容

変更   ○   
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施設損傷リスク 
町の事由による施設の損傷 ○     
上記以外の事由による施設の損

傷   ○   

什器備品管理リスク 

事業者の責めによらない町が設

置した備品等の盗難・破損・紛

失 
○     

事業者の責めによる、及び事業

者が設置した備品等の盗難・破

損・紛失 
  ○   

什器備品更新リスク 

町が設置した備品の更新費の負

担 ○     

事業者が設置した備品の更新費

の負担   ○   

施設の瑕疵リスク 

事業契約に規定する瑕疵担保期

間中に見つかった施設の瑕疵   ○   

事業契約に規定する瑕疵担保期

間後に見つかった施設の瑕疵 ○     

事業者提案事業実施

リスク 
事業者提案事業等の実施に伴う

もの   ○   

事業終了時 

終了手続リスク 
施設移管手続に伴う諸費用発

生、SPC の清算手続に伴う損益

等 
  ○   

事業終了時の 
施設状態リスク 

事業終了時の施設状態の要求水

準等の未達、不適合等   ○   
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第７章 総事業費及び VFM の概算 
本事業の民間活力導入可能性を定量面から評価するため、現時点の検討内容に基づ

き、総事業費及び VFM の概算を行った。なお、今回の概算はあくまで事業の初期検

討段階におけるものであり、今後の検討の進捗に応じて算定結果は変わり得ることに

留意が必要である。 
 
１．算定条件 

（１）施設整備内容 

①公共棟の構成 
第６章 １．で示した整備内容をベースとする。ただし、フィットネスジム

を従来型の公共発注において整備運営していくことは想定されないため、今

回の概算では現状のいいあんべー家における機能訓練室と同等の面積を整備

するものと仮定し、これに伴い総延床面積も変更する。 
 

【図表】概算の前提とする公共棟の構成 
諸室 規模・数量 第６章 １．からの変更点 

大ホール 500 ㎡×1  
小ホール 100 ㎡×1  

会議室 50 ㎡×2 
30 ㎡×2  

和室 40 ㎡×1  
視聴覚室または音楽室 80 ㎡×1  
地域包括支援センター 50 ㎡×1  

機能訓練室 60 ㎡×1 現行の機能訓練室と同等規模で算

定 
一般利用面積（A） 990 ㎡ 面積修正 

公民館事務室 60 ㎡×1  
社会福祉協議会賃貸部分 210 ㎡×1  

シルバー人材センター賃貸部

分 130 ㎡×1  

執務スペース面積（B） 400 ㎡  
目的室（諸室）面積（C） 1,390 ㎡ 面積修正 A＋B 

共用部分（D） 926 ㎡ 面積修正 C÷60%×40% 
合計（E） 2,316 ㎡ 面積修正 C＋D 
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②民間機能の構成 

第６章 ２．で示した整備パターンのうち、パターン②：公共機能中心型で

は、官民機能を合築した施設整備を想定している。そのため、上記①で設定

した公共棟の構成に、導入が想定される民間機能（ここでは飲食店とコンビ

ニを想定）に応じた面積を加えている。 
また、パターン③：民間機能併設型については、公共棟の整備内容は上記

①と同様であるが、付帯事業により別棟で民間収益施設を整備し、民間収益

施設部分の借地代（3,100 ㎡）が町の収入に追加となることを想定している。

当該借地代は、VFM 算定上は考慮されないが、町の実質的な財政負担低減に

つながるため、VFM とは別に概算結果を示すこととする。 
 

【図表】パターン②における民間機能導入を考慮した施設構成 
諸室 規模・数量 備考 

大ホール 500 ㎡×1 

上記① 公共棟の構成と同様 

小ホール 100 ㎡×1 

会議室 50 ㎡×2 
30 ㎡×2 

和室 40 ㎡×1 
視聴覚室または音楽室 80 ㎡×1 
地域包括支援センター 50 ㎡×1 

機能訓練室 60 ㎡×1 
一般利用面積（A） 990 ㎡ 

公民館事務室 60 ㎡×1 
社会福祉協議会賃貸部分 210 ㎡×1 

シルバー人材センター賃貸部

分 130 ㎡×1 

執務スペース面積（B） 400 ㎡ 
飲食店テナント部分 140 ㎡×1 民間機能として導入を想定 
コンビニテナント部分 165 ㎡×1 民間機能として導入を想定 

民間テナント面積（C） 305 ㎡ 追加 
目的室（諸室）面積（D） 1,695 ㎡ 面積修正 A＋B＋C 

共用部分（E） 1,130 ㎡ 面積修正 D÷60%×40% 
合計（F） 2,825 ㎡ 面積修正 D+E 
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③公民館機能のみを単独で再整備する場合の施設構成（参考） 
今回の概算では、現在検討している複合再整備と対比することを目的に、

公民館機能のみを単独で再整備することを想定した場合の総事業費及び VFM
についても概算を実施する。公民館単独で担うべき役割や機能は、複合再整

備の場合に比べ小さくなることが想定されるため、諸室や面積の想定も上記

①より小さく設定している。 
なお、本パターンはあくまで結果を比較するために概算を実施するもので

あり、実際に単独再整備を想定しているものではない点に留意されたい。 
 

【図表】公民館機能のみを単独で再整備することを想定した施設構成 
諸室 規模・数量 備考 

大ホール 500 ㎡×1  

会議室 50 ㎡×1 
30 ㎡×2  

和室 40 ㎡×1  
視聴覚室または音楽室 80 ㎡×1  

一般利用面積（A） 730 ㎡  
公民館事務室 60 ㎡×1  

執務スペース面積（B） 60 ㎡  
目的室（諸室）面積（C） 790 ㎡ A＋B 

共用部分（D） 527 ㎡ C÷60%×40% 
合計（E） 1,317 ㎡ C＋D 
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（２）前提条件の設定 

①整備費 
建設費は延床面積に建築単価を乗じて算定し、設計・管理費として建設費

の 5%を加えた額を整備費とした。また、PFI（BTO）方式または DBO 方式

の場合は削減率 10%を反映した。 
建築単価は、国土交通省「建設着工統計調査」（2020 年）の沖縄県データ

をベースにしつつ、直近の急激なコスト上昇を加味して、国土交通省「建設

工事費デフレーター」の最新データに基づき着工時までのコスト上昇を想定

し、344,151 円/㎡とした。 
 

②事業手法 
PFI（BTO）方式と DBO 方式の 2 パターンを設定した。 

 
③事業期間 
類似事例や参入意向調査結果を参考に、設計施工 2.5 年間、管理運営 14.5

年間の計 17 年間と設定した。 
 

④整備費の支払 
完成時一括払いのほか、PFI（BTO）方式については事業期間分割払いの

パターンも設定した。 
 

⑤割引率 
内閣府「PPP/PFI 手法導入優先的検討規程運用の手引」に基づき 2.6%とし

た。 
 

⑥インフレ率 
考慮していない。 

 
⑦事業面の収支及び費用 
ア 収入 

事業面の収入項目は、施設利用料金収入、社会福祉協議会及びシルバ

ー人材センターの賃料収入を設定した。 
施設利用料金収入は、現在の公民館及びいいあんべー家の機能訓練室

の使用料及び利用料金実績を基に設定した。社会福祉協議会及びシルバ

ー人材センターの賃料収入は、賃貸面積に賃料単価を乗じて算定し、賃

料単価は周辺物件を参考に 2,283 円/月㎡とした。 
また、整備パターン②：公共機能中心型においては、飲食店及びコン

ビニの賃料収入を追加の収入項目として設定した。賃貸面積に賃料単価

を乗じて算定し、賃料単価は周辺物件を参考に 2,971 円/月㎡とした。 
なお、自主事業収入は設定していない。 

 
イ 費用 

事業面の費用項目は、人件費及び維持管理費等を設定した。 
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人件費は、中央公民館及びいいあんべー家の支出実績を基に設定し、

PFI（BTO）方式または DBO 方式の場合は削減率 10%を反映した。維

持管理費等は、中央公民館の支出実績を現施設と再整備後の想定延床面

積の比率で調整して設定し、PFI（BTO）方式または DBO（方式）の場

合は削減率 10%を反映した。 
なお、自主事業費用は設定していない。 

 
⑧ファイナンス項目 
ア SPC 側のファイナンス項目 

SPC 側のファイナンス項目は、D/E レシオ、償還期間、適用金利、返

済方法を設定した。 
 

イ 町側のファイナンス項目 
町側のファイナンス項目は、町が想定する起債条件を基本として、起

債充当率、据置期間、償還期間、地方債利率、償還方法を設定した。 
 

⑨その他 SPC 側費用 
SPC 側に生じるその他の費用として、SPC 管理費、開業費を設定した。支

払利息については、上記「⑧ファイナンス項目」の設定に基づき算定した。 
なお、公租公課は、現時点では考慮していない。 

 
⑩その他町側費用 
町側に生じるその他の費用として、モニタリング費用、アドバイザリー費

用、整備費分の割賦金利及び建中金利、地方債支払利息を設定した。 
なお、町側のその他収入として想定される補助金・交付金は、現時点では

考慮していない。 
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金額は税抜 
【図表】概算の前提条件 

項目 

整備パターン 参考：従来型公共発注 

パターン①・③ パターン② 
公民館単独 

再整備 
パターン①・③ パターン② 

公民館単独 

再整備 

事業内容関連       
 延床面積 2,316 ㎡ 2,825 ㎡ 1,317 ㎡ 同左 
 事業手法 PFI（BTO）及び DBO 従来型公共発注 
 事業期間 17 年間（施設整備 2.5 年＋管理運営 14.5 年） 同左 
 整備費 753,215 千円 918,754 千円 428,318 千円 836,906 千円 1,020,837 千円 475,909 千円 
 建設費支払方法 完成時一括払い 及び 事業期間分割払い 完成時一括払い 
 割引率 2.6% 同左 
事業面の収入（運営期間合計） 170,448 千円 328,121 千円 28,246 千円 同左 
 公民館利用料金収入（年） 1,948 千円 同左 

 機能訓練室利用料金収入

（年） 493 千円 該当なし 同左 

 社協賃料収入（年） 5,753 千円 該当なし 同左 

 シルバー人材センター 
賃料収入（年） 3,561 千円 該当なし 同左 

 飲食店賃料収入（年） 該当なし 4,991 千円 該当なし 同左 
 コンビニ賃料収入（年） 該当なし 5,883 千円 該当なし 同左 
事業面の費用（運営期間合計） 466,172 千円 502,647 千円 282,845 千円 517,969 千円 558,497 千円 314,273 千円 
 人件費（年） 20,705 千円 12,999 千円 23,005 千円 14,443 千円 
 維持管理費等（年） 11,445 千円 13,961 千円 6,508 千円 12,717 千円 15,512 千円 7,231 千円 
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２．概算結果 

（１）結果概要 

施設整備費は、整備パターン①及び③で 7.5 億円、整備パターン②で 9.2 億

円、公民館単独再整備で 4.3 億円と試算された。また、維持管理及び運営業務に

係るサービス購入料と PFI（BTO）方式において整備費相当分を事業期間分割払

いする場合の割賦金利負担の合計額は、整備パターンに応じた収支差額等を考慮

して調整した結果、事業期間総額で 2～3 億円程度の支払が生じることが見込まれ

た。そして、これらの合計である PPP/PFI 事業としての総事業費は、パターン

①・②・③で約 11～12 億円、参考として算定した公民館単独再整備で 7 億円前

後と試算された。 
VFM は整備費相当分の支払方法や事業スキーム（PFI（BTO）方式または

DBO 方式）によって異なるが、整備パターン①及び③で 3～7%台、整備パターン

②で 14～19%台、参考として算定した公民館単独再整備で 0～4%台と試算され

た。 
 

【図表】総事業費及び VFM 概算結果3 
  整備パターン①③ 整備パターン② 公民館単独再整備 

  PFI（BTO） 
DBO 

PFI（BTO） 
DBO 

PFI（BTO） 
DBO 

（単位：百万円） 一括払 分割払 一括払 分割払 一括払 分割払 
整備費 753 919 428 
維持管理・運営業務

に係るサービス購入

料＋割賦金利負担4 
342 424 342 236 336 236 286 333 286 

ライフサイクル 
コスト実額 1,146 1,227 1,131 1,051 1,151 1,034 759 806 752 

 【参考】 
従来型公共発注 1,184 1,251 762 

VFM（金額） 34 83 47 161 220 176 1 29 8 
VFM（率） 3.3% 7.9% 4.5% 14.3% 19.6% 15.7% 0.2% 4.4% 1.3% 

  

 
3 今回の概算結果は、前提条件整理や参考事例調査等に基づき想定施設規模・内容を設定して算出した参考数値であ

る。今後策定予定の再整備施設基本計画に基づき施設規模・内容が確定した際に、改めて総事業費及び VFM の算定が

必要となる点、留意されたい。 
4 整備費相当分、建中金利負担分は除く。割賦金利負担は、PFI（BTO）方式の事業期間分割払いケースにおいて整備費

を分割払いする場合に発生する。 
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（２）概算結果の分析 

①VFM の発現 
今回の概算では、整備パターン②における VFM が最も大きくなると試算

された。また、整備パターン①及び③においても、整備パターン②より小さ

い値とはなるが、一定の VFM が発現すると試算された。 
なお、PFI（BTO）方式における整備費の支払方法に着目すると、完成時

一括払いよりも事業期間分割払いの方が VFM は大きい試算結果となってい

るが、VFM は現在価値ベースで算定するものであり、割引率によっては、完

成時一括払いの VFM の方が大きく出る可能性もある点に留意が必要であ

る。いずれの支払方法でも一定の VFM の発現は見込まれるため、VFM の多

寡のみによって支払方法を決定することは適切ではないと考えられる。 
一方、比較対象として算定を行った公民館単独性整備パターンの場合で

は、VFM が小さい値となることが試算されており、定量的な観点からも選択

の可能性は乏しいことが確認された。 
 
②町の財政負担 
町の実際の支出額を示すライフサイクルコスト実額を見ると、PFI

（BTO）方式よりも DBO 方式の方が負担を抑制することが可能と見込まれ

る。一方、PFI（BTO）方式において整備費を事業期間分割払いとする場合

には、実際の支出額は多くなるものの町の財政負担の平準化が可能となる。

したがって、事業スキームや整備費の支払方法の検討においては、町の財政

計画を勘案し、実際の支出額の抑制と財政負担の平準化のどちらを優先する

かが重要な論点の一つになる。 
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３．民間収益施設の併設による財政負担の低減 

整備パターン③：民間施設併設型においては、町の公共施設として整備する公共棟

のほか、付帯事業として民間事業者の独立採算により民間収益施設を併設することが

想定される。民間収益施設の敷地部分は町から事業者へ貸し付けることとなるため、

借地代収入の発生が見込まれる。 
貸付面積に、公示地価を参考に設定した借地料単価と事業期間を乗じて算定した事

業期間合計の借地料収入は 1.8 億円と試算された。この借地料収入は町から事業者へ

支払うサービス購入料と一部相殺される形となるため、町の財政負担の低減に寄与す

ることとなる。 
 

【図表】民間収益施設の併設に伴う借地代収入の概算 

 
 
 
 
 
  

町有地約13,250㎡
駐車場

定期借地権等約3,100㎡

公共機能 ⺠間機能

貸付面積 3,100㎡
借地料

※公示地価を参考に算定 4,000円/年・㎡

事業期間 14.5年
14.5年間の借地料収⼊（割引前） 180百万円

パターン③
※（）内は借地料収⼊を加味しない場合の数値

スキーム
PFI（BTO）

DBO
一括払 分割払

実質的な町から事業者への支払額
※サービス購⼊料ー14.5年間の借地料収⼊

162百万円
（342百万円）

244百万円
（424百万円）

162百万円
（342百万円）
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第８章 導入可能性の評価 

これまでの調査検討結果を総括し、定性的評価及び定量的評価の両面から、民間活

力の導入可能性の評価を実施した。 
 
１．定性的評価 

（１）最適な施設整備の実現 

町民の生涯学習の場を将来にわたって確保するにあたり、老朽化が進行してい

る現施設の更新は必要不可欠と考えられる。一方、町の厳しい財政状況を踏まえ

ると、ハード投資を過不足のない規模にするとともに、投じる費用に見合う効果

を得るため多くの町民に利用される施設とすることが求められるが、従来型の公

共発注では規模・仕様が過大になったり、施設の利用方法やターゲットが不明確

なまま整備が行われたりといったことが起こりやすいとの指摘がなされることも

多い。この点、施設の整備運営に長けた民間事業者のノウハウを活用し、施設の

設計から運営までを一体的にゆだねることで、ライフサイクルコストを考慮した

収支計画に基づく過不足のない最適な施設整備の実現が期待される。 

 

（２）町職員等の業務負荷軽減や維持管理水準の向上 

関係者ヒアリングにおいて、町や社会福祉協議会の職員から、施設のハード管

理に関する業務負荷や専門性の不足といった課題が聞かれていた。 

民間事業者に施設の維持管理や運営を中長期的に担わせることで、町や社会福

祉協議会の職員の業務負荷軽減につながり、主たる業務であるソフト業務に注力

しやすい環境が整備されることが期待される。加えて、ノウハウを有する民間事

業者による施設の維持管理が行われることで、従来よりも維持管理水準が向上す

ることも期待される。 

 

（３）複合的な要素を含む本事業の総合的なマネジメント 

本事業では、対象地周辺での道路整備事業が並行して進められるほか、敷地内

の既存建物の解体、敷地を取り囲む擁壁の改修検討といった複合的な要素が含ま

れ、更には都市計画における市街化編入に向けた調整も同時に進められる予定で

ある。これらの要素は再整備後の施設の配置や整備計画、利用者動線等にも影響

すると考えられる。 

これらを従来型の公共発注で実施しようとした場合、各業務が分離発注となる

ため、各業務を受託する事業者間の調整を町が行わなければならず、充実したマ

ネジメント体制が求められることとなる。一方、民間活力の導入により一体的・

包括的に民間事業者へ発注することにより、民間事業者が有する高度なマネジメ

ントノウハウを活用することが可能となり、本事業の円滑な実施に寄与すること

が期待される。 

 

（４）賑わいの創出やコンパクトシティ化の促進 

本事業を PPP/PFI 事業として実施することにより、整備パターン③として想定

しているような、公共棟に加え付帯事業として民間収益施設を併設することも視

野に入れた検討が可能となる。公共棟との相乗効果が生まれる民間収益施設を事
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業者に整備させることで、町民の交流の場としての賑わい創出や、コンパクトシ

ティ化の促進など、町の施策の実現にも寄与する事業となることが期待される。 
 
２．定量的評価 

（１）総事業費 

総事業費の概算結果は、整備パターンによって異なるが、概ね 11～12 億円と試

算された。 
内閣府「PPP/PFI 手法導入優先的検討規程策定の手引き」では、あくまで目安

ではあるものの、PPP/PFI の対象事業について「事業費の総額が 10 億円以上の

公共施設整備事業（建設、製造又は改修を含むものに限る。）」との基準が示さ

れている。 
これを考慮すると、本事業は PPP/PFI 事業の中では小規模な事業に位置付けら

れるものの、総事業費の観点からは、民間活力導入可能性の検討対象になり得る

事業であると考えられる。 
 
（２）VFM 

VFM の概算結果は、整備費相当分の支払方法や事業スキーム（PFI（BTO）方

式または DBO 方式）によって異なるが、整備パターン①及び③で 3～7%台、整

備パターン②で 14～19%台と試算された。整備パターン②では十分な VFM の発

現が見込まれ、整備パターン①及び③においても大きいとは言えないものの一定

の発現が見込まれる。 
 
（３）付帯事業による町の財政負担低減 

整備パターン③は、PPP/PFI 事業の付帯事業として、民間事業者の独立採算に

より民間収益施設を併設することを想定している。この場合、民間収益施設部分

の借地代が町の収入となり、町から事業者へ支払うサービス購入料と一部相殺さ

れる形になるため、民間活力の導入により更なる町の財政負担低減が期待され

る。 
 
３．総合評価 

本事業は、定性的評価と定量的評価の双方において、一定の官民連携手法の導入効

果を期待することができると考えられる。 
ただし、PPP/PFI 事業としては事業規模が比較的小さいことから、民間側による

資金調達や SPC 組成等を課すことは民間事業者によって負担が大きく感じられる可

能性がある。今後の基本計画策定等において詳細検討を行うとともに、民間事業者と

の対話等を進め、民間事業者の参画意欲にも留意しながら事業スキームの選択を行う

必要があると考えられる。 
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第９章 公民連携研修会の実施 

PPP/PFI 事業の推進にあたっては、庁内の理解促進や地元事業者の参画が重要な要

素となるが、西原町ではこれまで PPP/PFI 事業の導入実績がなく、沖縄県内において

も他の都道府県に比べその実績は少ないのが現状である。 
そのため、町職員や地元事業者における PPP/PFI への関心や理解の醸成を目的とし

て、2021（令和 3）年 10 月 19 日（火）に公民連携研修会を実施した。 
研修会は 2 部構成とし、午前の部は町職員向け、午後の部は地元事業者向けとして

実施した。本業務受託者が講師を務め、PPP/PFI 事業の基本的事項や本事業の検討状

況について説明を行った。 
実施後は参加者にアンケートを実施し、町職員からは自身の関連業務における

PPP/PFI 事業導入や本事業との連携可能性について意見が寄せられた。また、地元事

業者からは PPP/PFI 事業への関心や課題のほか、本事業への参画希望について回答が

あり、そのうち前向きな意向を示した複数の事業者については、前述の第５章 参入意

向調査における調査対象に加えた。 
本事業や、その先の第 2 弾、第 3 弾の PPP/PFI 事業の成功につなげていくために

は、庁内が一体となった推進体制や地元事業者の積極的な参画が不可欠なため、今後

もこうした機運や理解の醸成のための取組を行っていくことが重要と考えられる。 
 

【図表】研修会の様子（左：職員向け 右：地元事業者向け） 
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第１０章 今後に向けて  

１．事業実施スケジュール 

本事業のスケジュールを検討する上では、対象地が都市計画上における市街化調整

区域であることへの対応に要する期間が重要な要素となる。参入意向調査を踏まえる

と、民間収益施設の一定の導入可能性が認められるため、町の都市計画所管部門と協

議した結果、市街化編入を目指すことが実現性、有効性の両面から妥当であると結論

付けられた。 
市街化編入の実現までには都市計画上の様々な手続を踏む必要があるため、2024

（令和 6）年 10 月を目標に、市街化編入に係る都市計画決定・告示を行うことと整

理している。この都市計画決定・告示が本事業のスケジュール上でもマイルストンと

なる。市街化編入の確度が一定程度高くなった段階で事業者公募に進む必要があるこ

とを考慮すると、2024（令和 6）年度の事業者公募・選定及び契約、2025（令和

7）年度の事業開始が想定され、そこから逆算してスケジュールを組み立てていく必

要がある。 
事業実施スケジュールは、採用する事業スキームによっても異なることが想定され

るが、基本として想定される PFI（BTO）方式または DBO 方式の場合は、2022
（令和 4）年度の基本計画策定、2023（令和 5）年度の公募資料作成、公募準備とい

った流れが想定される。また、公募及び事業実施にあたっては、対象地の面積や形状

を正確に把握するための境界確定調査、適正な賃料を算定するための不動産鑑定、既

存建物の解体に向けたアスベスト等の調査、対象地を取り囲む擁壁の老朽度調査等を

実施する必要があり、これらは公募要件にかかわるため、2023（令和 5）年度の実

施が想定される。 
このほか、参入意向調査で意見があり、本事業への導入可能性が考えられる事業ス

キームとしては、リース方式、運営事業者先行（EOI、サービスプロバイダー）方

式、包括的民間委託と組み合わせた方式が挙がっている。リース方式の場合は、PFI
（BTO）方式及び DBO 方式とほぼ同様のスケジュール感が想定される。運営事業者

先行（EOI、サービスプロバイダー）方式については、PFI または DBO 事業者の公

募に先行して運営事業者を選定するスキームのため、2023（令和 5）年度中に運営

事業者の公募・選定を行うことが想定される。包括的民間委託と組み合わせた方式に

ついては、PFI（BTO）方式または DBO 方式と同様のスケジュールで準備を進めつ

つ、並行して包括管理委託導入に向けた町側の整備（仕様書水準の統一、公会計の整

理、庁内体制の整備等）を進めていく必要がある。 
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【図表】事業実施スケジュール（想定） 

 

 

【図表】市街化編入までの想定スケジュール 

 

  

2022（令和4）年度 2023（令和5）年度 2024（令和6）年度 2025（令和7）年度

【メインシナリオ】
PFI（BTO）またはDBO

リース方式

運営事業者先行方式
（EOI、サービスプロバイダー）
※PFI（BTO）またはDBOとの

組み合わせを想定

包括委託の導⼊
※PFI（BTO）またはDBOとの

組み合わせを想定

2024（令和6）年10月
都市計画決定・告示

基本計画策定 公募資料作成 公募手続 公募・選定 契約 事業実施
2027（令和9）年10月頃

供用開始見込み
※リース方式の場合は
前倒しの可能性あり

境界確定
不動産鑑定
既存建物調査
擁壁検査等

基本計画策定

運営者の
公募資料作成

境界確定
不動産鑑定
既存建物調査
擁壁検査等

運営者
公募・選定 事業実施

2027（令和9）年10月頃
供用開始見込み

PFIまたはDBO
公募資料作成 公募手続 公募・選定 契約

選定された運営者
の意見反映

基本計画策定
包括管理委託導⼊の詳細検討

公募資料作成 公募手続 公募・選定 契約

境界確定
不動産鑑定
既存建物調査
擁壁検査等

事業実施
2027（令和9）年10月頃

供用開始見込み

マイルストン
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２．次年度以降の主な論点 

（１）基本計画の策定 

2022（令和 4）年度中に、利用者・町民や関係者の意見を反映した基本計画を

策定し、施設のコンセプト、ターゲット、具体的な利用イメージ、導入機能、諸

室構成、簡易的な設計等を決定していく必要がある。 
 
（２）公民館のあり方の検討 

再整備後も教育委員会所管の公民館と位置づけるのか、首長部局への移管やコ

ミュニティセンター等の地方自治法に基づく施設への変更を行うのかについて検

討する必要がある 
また、公民館のソフト事業部分も民間委託するのか、再整備後も引き続き直営

とするのかを検討する必要がある。 
 
（３）道路改良事業や都市計画変更に関する所管部門との連携 

敷地周辺で行われる道路整備事業や、都市計画変更による市街化編入が本事業

の内容・スケジュールに影響するため、関係各所と密に連携し、進捗を相互に共

有していく必要がある。 
 
（４）アドバイザリー業務以外の諸業務の実施 

アドバイザリー業務に含まれない各種調査（敷地面積を明確に把握するための

境界確定調査、適切な借地代やテナント料を算定するための不動産鑑定、既存建

物の解体に向けたアスベスト等の調査、擁壁改修の要否を判断するための調査

等）の予算を確保の上、実施する必要がある。 
 
（５）社会福祉協議会やシルバー人材センターとの調整 

不動産鑑定等を基に算出した適正な賃料をベースに、社会福祉協議会やシルバ

ー人材センターの賃料負担の可否を確認し、入居の可能性及び複合化対象機能の

調整を検討する必要がある。 
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